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当財団は、世界観光機関（WTO）アジア太平洋センターの活動支援及び我が国とアジア太平洋

地域の観光交流促進、観光振興に関わる各種の事業を展開してきています。

この「観光に関する学術研究論文」募集事業は、観光に関わる学術振興事業として、当財団の

主要事業のひとつに位置付けており、今回で11回目を迎えました。

今年の応募論文は20件で、内容的にもレベルの高い力作が寄せられました。そして、アジアの

方々を含め20代から70代まで、また大学生、大学院生から教育者、社会人まで幅広い年代層・分

野の方々から応募を得ることができました。

更に、テーマも国家戦略として観光立国を目指した様々な施策が展開されている状況等を反映

して、インバウンドツーリズムや観光振興のための人材育成、イベント、都市観光、サステイナ

ブルツーリズム、バリアフリー旅行、途上国の観光開発の研究など幅広いものとなりました。

近年のテロ事件の多発やイラク戦争、更にSARSの発生、地震・津波をはじめとする自然災害

などにより、国際観光は深刻な影響を受けましたが、その後、観光需要も徐々に回復してきてい

ます。こういったテロ事件の防止やその温床となる貧困問題の解決のためにも、国際間の相互理

解の増進に向けて国際観光の果たす役割への期待はますます大きくなっています。また、国内的

にも自然や文化遺産の保全と調和のとれた持続可能な観光開発の推進、住民参加型観光交流など、

経済活性化、地域振興の面からますます重要視されています。

観光学は学問としては未だ発展途上であり、その分野は多岐に亘っていますが、当財団の「観

光に関する学術研究論文」募集事業が、観光学の構築と今後の発展の一助となり、また、平和産

業である観光産業の振興に貢献できることを強く願っています。

今回入賞された方々には心からお祝い申し上げます。また残念ながら入賞を逃された方々には、

ご多忙の中、力作をお寄せいただきましたことに深く感謝申し上げますとともに、次の機会に再

びご応募いただきますことを期待しています。

最後になりましたが、本事業をご支援・ご協力頂いている審査委員の先生方及び当財団賛助会

員の皆様方に厚くお礼申し上げます。

財団法人アジア太平洋観光交流センター

理事長 本田　勇一郎

ご　　　挨　　　拶



第１１回観光に関する学術研究論文の審査を終えて

審査委員長

白幡　洋三郎

本年度の「観光に関する学術研究論文募集」に受理された論文は20編であった。応募数が例

年を下回ったため、全体としての質の低下が心配されたが、多くの審査委員の見解は論文のほ

とんどが水準をクリアーしているとの判断であった。ただし、群を抜く独創的な論文が見当た

らなかったのは、ここ何年も続く傾向であり、同列に肩を並べる論文を比較評価する作業は困

難であった。全体的な傾向として短期的な観光「開発」や「振興」ではなく本質的な観光のあ

り方を問う真摯な論文がそろっており、苦しい審査も終わってみればさわやかな充実感を残し

てくれた。

一席に選ばれた草薙・勝矢（共著）論文は、電動車いすの利用者とその介護者がここ13年間

に日本各地を12回にわたって実際に国内旅行をした実体験・調査をもとに、旅行環境のバリア

フリー化はどの程度進んだか、またその進展によって旅行介助の困難はどの程度軽減されたか

を検証したものである。交通機関等の旅行の大移動面における介助は軽減が著しく大幅に改善

されているが、宿泊施設での小移動や日常生活的な介助については人的な介助に頼らざるを得

ない面があってバリアフリー化による介助軽減効果が十分ではないことを指摘している。まと

めの理論化が脆弱である点に不満は残るが、たんなるフィールド調査にとどまらない主体的な

現場体験の重みと長い時間をかけた体験分析の思弁とが組み合わさった総合性において高く評

価された。

二席に選ばれた鈴木論文は、タイ・スリン諸島の観光開発において先住民モーケンの文化を

保護しようとしながら実際は住民主体の排除に陥ってしまっていたことを英語とタイ語の報告

書の比較分析をもとに解明した興味深い報告である。持続可能性やエコツーリズムの考えを導

入し、その上に立って住民の主体性を尊重する参加型を標榜している観光開発といえども個別

文化の保全にすら成功し得ない困難を指摘し、多主体参加の観光開発の内実を問う姿勢が必要

であることを主張している。観光が抱えるきわめて重い問題に比し、資料とその分析が弱いと

の指摘があった。

同じく二席に選ばれた上田論文は、「観光」の歴史的用例を広く収集・解読することを通じて観

光の本源的な意義を問い直そうとしたものである。幕府がオランダから購入し「観光丸」と名付

けた軍艦の命名についての経緯発掘はじつに興味深い。また用語として観光が使用された実例を



博捜し、またこれらを紹介・解釈したこれまでの研究事例を詳しく検討して正誤を判定した努力

など、観光原論としての意義が高いと評価された。ただし論証の手続きなどに甘さが見られる、

観光学論文としての意図が鮮明でない、との注文も出された。

奨励賞には、長年にわたって行われている息の長い観光イベントを実例に旅行業が観光振興に

果たす役割を積極的に評価しようとした金・鈴木（共著）論文、土地が持っている価値を共益と

して住民が共有できる「コモン」を観光に適用し、観光が住民にフェアな利益をもたらす可能性

をパラオの現状分析から考察したŒ瀬論文、到来する高齢化社会において生き生きした観光を生

み出せる可能性を「道の駅」での具体的活動事例から探ろうとした三好論文、日本における観光

発展の方向をアジアの観光都市と日本の都市との歴史をも踏まえた比較検討から該博な知識と幅

広い視野で展望した木内論文、以上４編が選ばれた。

奨励賞の半数にあたる２編が、研究機関に所属していない応募者から選ばれたことをとくに

報告しておきたい。また論文作成に有利とは言えない環境下で執筆された努力に敬意を表する

とともに、本論文募集が幅広い領域によって支えられていることの証左であると素直に喜びた

いと思う。

さらに強調しておきたいのは、結果的に一席、二席、奨励賞となってはいるが、本年はとりわ

け各論文の評価が僅差であったことである。選にもれた論文にも、もう少しの熟考、論旨展開の

再考があれば奨励賞、二席、あるいは一席に選ばれたかもしれない力作があった。来年度もふる

って応募していただきたい。

審査委員長 
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第１１回観光に関する学術研究論文入賞者

一　席　　当事者からみたバリアフリー旅行の実証的考察 

　　　　　―旅行環境のバリアフリー化と旅行介助の軽減に関する研究― 

　　　　　草　薙　威一郎　　ＪＴＭバリアフリー研究所所長 

　　　　　勝　矢　光　信　　江戸川区福祉電話相談員 

二　席　　観光開発に包摂される自然環境／先住民文化保全 

　　　　　―タイの「海民」モーケンを対象としたプロジェクト・ワークショップの考察― 

　　　　　鈴　木　佑　記　　上智大学大学院外国語学研究科地域研究専攻博士後期課程１年 

二　席　　観光学における「観光」の歴史的用例について 

　　　　　―「観光丸」から「観光」を見直す― 

　　　　　上　田　卓　爾　　静岡英和学院大学人間社会学部人間社会学科助教授 

奨励賞　　観光コモンズとフェアトレードとしての観光の可能性を考える 

　　　　　―パラオの事例から― 

　　　　　　　瀬　淳　一　　神戸大学大学院国際協力研究科博士後期課程３年 

奨励賞　　次期シニアの能動性を活かす観光振興の提言 

　　　　　―駅的な観光拠点整備に向けて― 

　　　　　三　好　　　卓　　有限会社三好計画事務所代表取締役 

奨励賞　　都市観光が築く日本の観光立国化 

　　　　　木　内　俊　一　　大阪府三島府税事務所勤務 

奨励賞　　観光イベントにおける旅行業の役割と可能性 

　　　　　―ＪＴＢ「杜の賑い」の事例から― 

　　　　　金　　　炯　　　　立教大学大学院観光学研究科博士後期課程４年 

　　　　　鈴　木　涼太郎　　立教大学大学院観光学研究科博士後期課程３年 
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ウエ　　　ダ　　　タク　　　ジ 

キム　　 　　　　　ヒョンオ 

スズ　　　キ　　　リョウタロウ 

ヒロ　　　セ　　ジュン　　イチ 

　ミ　　　ヨシ　　　　　　タカシ 

　キ　　　ウチ　　シュン　　イチ 
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当事者からみたバリアフリー旅行の実証的考察
―旅行環境のバリアフリー化と旅行介助の軽減に関する研究―

１　はじめに

本論文は、1991年より2003年までの12回に

わたる電動車いす旅行を振り返り、障害者旅

行介助の経験をとおして、この時代を経る間

に社会環境のバリアフリー化が、旅行介助に

どのような変化をもたらしたかを実証的に検

証する試みである。即ち1990年から2005年ま

での15年間は、わが国においては、ハートビ

ル法１、交通バリアフリー法２、福祉のまちづ

くり条例などの施策によって、社会環境のバ

リアフリー化が急速に進んだ時代であった。

しかし一方で、公共交通機関を利用する電動

車いす利用者とその介助者という２名のこれ

までの旅行体験を振り返ると、困難な旅行が

多かった。バリアを越えてでも旅行しようと

いう行為は、今日的な意味での安楽な「旅行」

ではなく、「冒険レベル」のものであった。今

日の高齢時代を迎え、障害のある人の旅行が

特殊・冒険ではなく、誰もがごく普通に楽し

めるものとなるには、旅行環境のバリアフリ

ー化をより進めるとともに、旅行介助の特殊

性の分析、旅行介助のシステム化を行うこと

草薙威一郎

勝矢 光信

が必要であると思われる。

本論文の内容は大きく分けて、実際のバリ

アフリー旅行による検証とそこから得られた

分析考察の二つに分かれている。

２　バリアフリー旅行による検証

２－１　検証の方法

バリアフリー旅行検証の手順は下記のように

行った。

① 電動車いす利用当事者とその介助者が、

宿泊を伴う国内観光旅行を実施した。主

たる利用交通機関は公共交通機関を利用

した。

② 旅行中の過程および介助内容を記録した。

③ 2005年現在の旅行面の改善状況を、現地問

合せ・インターネット調査などの方法で情

報収集した。

④ 旅行環境のバリアフリー化事象と旅行介助

内容の分類を行った。

⑤ 実際に旅行した当時と現在の比較をするこ

とによって、旅行介助の軽減度を分析した。

一　席

１　ハートビル法：正式名称「高齢者、身体障害者が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律」
２　交通バリアフリー法：正式名称「高齢者、身体障害者の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律」
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２－２　被験者について

A：障害当事者は1947年生まれ。０歳から進

行性筋萎縮症者であり、加齢に比例して筋力

が失われて行く障害である。20年前から電

動車いすを利用している。歩行は不可能であ

るものの、食事、着替えなど日常の身の回り

動作については、少しの介助だけで独力で済

ませられることから、かなりの自立度を保っ

ている。ただ座位を保ち、旅行行動に耐えら

れる体力は、加齢に伴って徐々に衰えてい

る。

B：介助者は1949年生まれ。1991年の42歳当時

から2003年の54歳までに、人並みの加齢現象

は進んでいる。まだ介助できると主観的に思

っているが、事故を起こしてから老化を自覚

するのではなく、事故防止のために老化を自

覚することが旅行の安全を確保するうえで欠

かせないことを感じている。

２－３　検証した旅行

検証した旅行の実施時期、旅行方面・主要

観光地は下記の表のとおりである。旅行方面

は、北海道から九州まで全国に及んでいる。

特にバリアフリー化の進んだ旅行しやすい地

域を選んだわけではなく、被験者の旅行した

ことのない地域、あるいは観光的に興味のあ

る地域を選んでいる。なおこれらの国内旅行

の他に、2000年９月にインドネシア・バリ島、

2001年５月にカンボジア・ベトナム・タイ方

面へ海外旅行を行っているが、海外のバリア

フリー化は今回のテーマではないため検証に

は含めていない。

実施月日

① 1991年６月15日～17日

② 1992年２月８日～11日

③ 1993年５月２日～４日

④ 1994年６月３日～５日

⑤ 1994年10月28日～29日

⑥ 1996年７月11日～14日

⑦ 1996年11月15日～17日

⑧ 1996年12月28日～31日

⑨ 1998年６月19日～22日

⑩ 1999年６月５日～７日

⑪ 1999年８月25日～29日

⑫ 2003年５月23日～25日

旅行方面

南紀旅行

九州中央部旅行

山陰旅行

伊勢志摩旅行

北陸旅行

山陽旅行

伊豆七島旅行

奄美諸島旅行

若狭旅行

北海道東部旅行

隠岐島旅行

関西旅行

主要観光地

紀伊勝浦、南紀白浜

別府・大分、豊後竹田、阿蘇

松江、出雲、津和野、山口、秋芳洞

志摩、伊勢・宇治山田、鳥羽

金沢、和倉、能登島

尾道、広島、宮島

八丈島、三宅島

奄美大島、加計呂麻島

城崎、天橋立、舞鶴、小浜

釧路、弟子屈、知床、網走

島前、島後

姫路、小豆島、神戸、彦根

【表１】検証した旅行
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２－４　検証事例

実際の旅行で、どのような旅行介助が、

どのような場面でどのように行われたかを

検証するために、1991年の南紀旅行を例に

とって下記のように時間的経過に沿って記

録した。

場　所

●1日目

（東京～南紀勝浦）

JR東京駅

東京―名古屋

JR名古屋駅

名古屋―勝浦　

JR勝浦駅

勝浦駅―観光船乗り場

小型観光船

観光船―旅館

旅館（宿泊施設）

種　別

鉄道・東海道新幹線乗車

新幹線車中

鉄道・新幹線からJR紀

勢線特急へ乗り換え

JR紀勢線車中

降車

徒歩移動

観光船から旅館へ移動

旅館到着

介助内容

● 東京駅での乗車介助（JR駅係員）

● 集合・ホームへ案内介助（JR駅係員）

● 座席着席介助

● 車中での介助（特になし）

● 名古屋駅での降車介助（JR駅係員）

● 新幹線ホームから紀勢線ホームへの

案内（JR駅係員）

● 階段担ぎ上げ（エレベーター・エス

カレーターなし）（JR駅係員と協同）

● 座席着席介助

● 車中での介助（特になし。ただし紀

勢線に車いす用座席なし。デッキに

いる。冷房効かずに暑い。）

● 勝浦駅での降車介助（JR駅係員）。エ

レベーター・エスカレーターなし。

ホーム端部から降りて、線路を横切

り駅舎に行く。

● 徒歩（特に介助なし）

● 切符購入介助

● 乗船介助

● 外海へ出るため船が揺れる。転倒防

止のため車いすを押さえる介助

観光船が直接旅館の波止場へ横付け。

● 下船介助

● 旅館でのチェックイン介助。入り口

は段差なし。

● 客室への案内介助（旅館係員）

● エレベーター利用法、避難方法案内

【表２】旅行介助の記録
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● ２日目

（南紀勝浦～南紀白浜）

旅館

旅館―JR勝浦駅

JR勝浦駅

勝浦―白浜

JR白浜駅

白浜駅―三段壁（名勝）

風呂①露天風呂

風呂②屋内

夕食

就寝

起床

朝食

旅館支払い

徒歩移動

JR紀勢線特急

JR紀勢線車中

降車

路線バス

● 入浴準備介助

● 風呂の場所、構造を調べる介助

● 脱衣介助

● 浴槽へ体を下ろす介助、体の安定を

保つ介助

● 浴槽から上がり車いすに乗る介助

● 着衣介助、別の風呂へ行く移動介助

● 脱衣介助

● 浴槽へ体を下ろす介助、体の安定を

保つ介助

● 浴槽から上がり車いすに乗る介助

● 着衣介助。客室へ戻る介助

● 食堂で夕食（特に介助なし）

● 寝具へ体を下ろす介助

● 電動車いすのバッテリー充電介助

● トイレ（特に介助なし）

● 寝返り介助

● 床から起こし車いすに乗せる介助

● 車いす充電確認介助

● 洗面・トイレ（特に介助なし）

● 荷物まとめ介助

● 食堂で朝食（特に介助なし）

● 旅館での精算介助

● 徒歩（特に介助なし）

● 切符確認介助

● 駅舎からホームへ移動介助（駅係員）。

線路を横切りホームへ案内。

● 座席着席介助

● 車中介助（特になし）

● 降車介助（駅係員）。改札まで段差なし。

● 白浜での観光情報提供介助（観光案内所）

● 乗車介助（乗車に３段あり。運転手

と協力）

場　所 種　別 介助内容
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三段壁

三段壁―千畳敷

千畳敷

千畳敷―海中展望塔

海中展望塔

海中展望塔―露天風呂

露天風呂（崎の湯）

露天風呂―

南方熊楠記念館

南方熊楠記念館

南方熊楠記念館―旅館

旅館

徒歩見学

昼食

徒歩移動

徒歩

徒歩

見学不可能

徒歩

徒歩移動

山上、階段

徒歩移動

旅館到着

露天風呂

夕食

● 車中介助（特になし）

● 停留所到着。降車介助（運転手と協力）

降車後、三段壁まで徒歩。

海辺の地下洞窟。地下へ降りるエレベー

ターあり。見学通路はほぼ平坦であるが、

途中3箇所で2段ずつの階段がある。

● 階段を下りる介助

● うどんを食べる（特に介助なし）

● 徒歩5～10分（特に介助なし）

● 徒歩にて見学（特に介助なし）

● 徒歩15～20分（特に介助なし）

● 見学方法ヒアリング介助。海中へ降

りる方法は螺旋階段のみ（エレベー

ターなし）。電動車いすでは見学不可

能と判断。介助者のみ見学。

● 徒歩15～20分（特に介助なし）

● 海岸の露天風呂。車いすでの風呂へ

のアクセスは困難と判断。

● 徒歩30分（特に介助なし）

● 山の上にありバリアは多いが、内容

が貴重なので見学する。入り口まで

40段の階段介助（記念館館長と介助

者）。館内2階へ登る螺旋階段もあり

（館長と介助者）。

●徒歩20分（特に介助なし）

● 入り口段差3段。段差介助

● チェックイン介助

● 客室へ案内介助（旅館係員）

● 入浴準備介助

● 脱衣介助

● 浴槽へ体を下ろす介助

● 浴槽から出る介助

● 着衣介助。部屋に戻る

● 夕食（特に介助なし）

場　所 種　別 介助内容
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● 3日目

（南紀白浜―東京）

旅館

旅館―白浜空港

白浜空港

羽田空港

就寝

起床

朝食

旅館支払い

タクシー

タクシー降車

航空会社チェックイン

航空機搭乗

航空機内

到着

● 食後、散歩（特に介助なし）

● 寝具に体を下ろす介助

● 電動車いすのバッテリー充電介助

● トイレ（特に介助なし）

● 寝返り介助

● 寝具から体を起こし車いすへ乗せる介助

● 車いす充電確認介助

● 洗面・トイレ（特に介助なし）

● 荷物まとめ介助

● 朝食（特に介助なし）

● 旅館での精算介助

● 白浜空港までのタクシー依頼介助

● タクシー乗車介助

● 電動車いす分解介助

● 後部トランクへの収納介助

● タクシー降車介助

● 車いす組立て介助

● チェックイン手続き介助

● 車いす機内預け準備介助（バッテリー

をはずす。プラグ絶縁など）

● 搭乗口への移動介助（空港職員）

● 30段のタラップを抱き上げて登る介助

（空港職員）

● 座席着席介助（空港職員）

● 機内介助（特になし）

● タラップを抱いて下ろす介助（空港職員）

● 空港ターミナルまで車いすでの移動

介助（空港職員）

● 荷物引取り所にて電動車いす組立て

介助

● 電動車いすへの移動介助

● 出迎え確認介助。解散

場　所 種　別 介助内容

以上が旅行中日程中の行動である。旅行中の介助行動をまとめると以下のようになる。



２－５　検証事例と現在との比較

ここでは検証した南紀旅行事例と現時点で

のバリアフリー環境の比較を行いたい。1991

年の南紀旅行記録と現在の状態を比較すると、

東京駅・名古屋駅などのJR主要駅や羽田空港

のバリアフリー化改善によって、交通機関相

互の連続性ができ、問題なく主要駅や空港に

出られるようになった。この点で今日の大都

市での旅行介助はもはや不要であるとさえい

える。しかしながら紀伊勝浦駅のバリアフリ

ー化や白浜空港の搭乗タラップの設備は改善

されていない。2000年11月施行の交通バリア

フリー法では、乗降客数１日５千人以上の交

通ターミナルを規模の整備基準としているた

め、市町村による整備計画のない地方の駅・

空港等の改善は遅々として進んでいない。一

方、観光地内交通手段をみると、白浜空港と

田辺市内間には明光バスによるノンステップ

バスが導入され、ノンステップバス運行時間

がわかればバス利用が可能になった。また現

在は龍神ユニオンタクシーによるリフト付き

タクシー運行も行われているため、タクシー

予約ができれば電動車いすの分解・組み立て

の介助は減らすことができる。また南紀地域

の宿泊施設の改善状況も僅かずつではあるが、

徐々に進んでいる。総体的には紀伊方面の旅

行環境は、1991年当時に比べ改善されつつあ

ると言える。

２－６　1992年以降の旅行と現在との比較

ここでは1992年以降に実施した11回の旅行

について、上記で検証した南紀旅行と同様の

方法によって、現時点との比較を当事者の目

で次のようにまとめた。ただ個々の旅行記録

は膨大になるため、主として移動面のバリア

フリー化についてまとめることとした。下記

のコメントからいえることは、社会環境のバ

リアフリー化の進展によって1998年の若狭方

面旅行あたりから、だいぶ旅行しやすい状態

になっていることがわかる。

（１）1992年・九州中央部方面（別府、豊後

竹田、阿蘇）旅行と現在

大分空港とJR別府駅間の移動方法、JR豊後

竹田駅の構造、阿蘇山ケーブルカーなど、旅

行当時と変わっていない点が多い。したがっ

て現在でも介助の大きな軽減は望めないと思

われる。

（２）1993年・山陰方面（松江、出雲、津和

野、山口市、湯田温泉、秋吉台、秋芳洞）

旅行と現在

１日目

２日目

３日目

合　計

移動時介助

１２

１３

１６

４１

宿泊時介助

１７

１６

３

３６

小計

２９

２９

１９

７７
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【表３】旅行介助の回数 （単位：回数）



－8－

このとき以降の旅行が常にバリアフリー環

境研究につながり、バリアフリー調査の傾向

が強くなった。その意味では印象に残る旅行

であり、精力的に観光した。このときに感じ

たことは、観光地ごとの行政の意識、取組み

姿勢によって観光しやすさにばらつきがある

ことであった。特に介助の軽減につながる観

光建築物・博物館などの観光施設のバリアフ

リー化が全く行われていない地域もみられた。

現在では松江市内のカラコロ広場整備、秋芳

洞入り口のバリアフリー化整備、景清洞のバ

リアフリー化などが進んで、かなり旅行しや

すくなっている。

（３）1994年・伊勢志摩方面（志摩スペイン

村、伊勢、志摩、明治村）旅行と現在

都内から池袋の高速バスターミナルまでの

アクセスは、現在はバリアフリー化されてい

る。しかしながら長距離バスのバリアフリー

化、伊勢周辺バスのバリアフリー化は遅々と

して進んでいない。一方、志摩スペイン村、

鳥羽水族館、ミキモト真珠島など観光施設の

バリアフリー化は進んでいて、当時も観光を

楽しむことはできた。一番問題であった伊勢

神宮内宮の40数段の最後の階段は、地元「伊

勢志摩バリアフリーツアーセンター」や皇學

館大學有志による介助人派遣サービスによっ

て改善されてきている。

宿泊施設のバリアフリー情報は、実際に宿

泊してみると入手した情報と異なることが多

く、入り口に一段の段差があったり、部屋が

狭かったりすることが多い。このときの宿泊

施設も万全とはいえなかった。バリアフリー

宿泊情報の基準化が今後の課題である。

名鉄犬山駅から明治村へのバリアフリー化

された交通手段が、1994年当時はなかったが、

現在はリフト付きタクシー１社が運行してい

る。また当時は鉄道会社によって職員の対応

にあまりにも差があり、社員のバリアフリー

教育の重要性を肌で感じた旅行でもあった。

（４）1994年・北陸方面（金沢市、和倉）旅

行と現在

当時と比較すると金沢地区交通機関の格段

のバリアフリー化改善が際立っている。小松

空港とJR小松駅間に数台のノンステップバス

が運行されており、ハート・サイド・ネット

ワーク（NPO団体）も小松空港と金沢市内の

送迎サービスに応じている。金沢市行政は市

内交通のバリアフリー化に熱心で、金沢ふらっ

とバス（コミュニティバス）などのノンステ

ップバスも増加し、バスドライバーや市民の

意識向上も肌で感じられる。道が細く、坂の

ある観光地であるから、ノンステップバスの

増加は介助の軽減につながる。観光地のバリ

アフリー化の好事例であるといえる。

（５）1996年・山陽方面（尾道、広島市、宮島）

旅行と現在

旅行当時は広島市内のバスと市電の乗車に

苦労したが、現在は広島市にノンステップバ

スと低床式市電が走るようになった。両者と

も乗車できるのは車いす２台までなので、団

体旅行での利用は難しいが、市内での移動手

段は改善されている。

尾道は坂のまちといわれ、車いすでは大変

観光のしにくい町である。現在も基本的には
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変化はない。安芸宮島の厳島神社は海辺にあ

るため車いすでの見学はしやすく、バリアフ

リー化されている。ただ裏の寺に行くには急

坂があり、介助者にも障害者にも恐怖を感じ

る。長崎市グラバー園などの工夫もあるよう

に、坂のまちの観光も改善方法の研究が必要

な分野である。

（６）1996年・伊豆七島方面（八丈島、三宅島）

旅行と現在

旅行当時と現在の状態は基本的に変わって

いない。特に三宅島は火山噴火のため長く行

けない状態であった。現在も船舶の設備は当

時と変わっていない。ただ伊豆七島は東京都

に属するので、公共施設のバリアフリー化は

進んでいる。島内の交通手段がもっと便利に

なり、ノンステップバスが運行されると観光

時の移動の悩みがなくなる。旅行当時、八丈

島ではホテルの車、三宅島ではペンションの

車を利用した。車はバンタイプなので、電動

車いすの分解は不要であったが、上げ下ろし

に男手が二人必要であった。

八丈島、三宅島とも当時から公共施設の風

呂には、スロープ・手すりがあり、入浴の介

助が軽減された。また利用した三宅島の老人

福祉センターの普通トイレは内部が狭かった

ので、あらかじめ動きを決めて、慎重にトイ

レに入った。一人での普通のトイレ介助はか

なり技術がいると感じた。旅行介助で事故が

起きてからでは遅いので、常に慎重さが求め

られる。

（７）1996年・奄美諸島（奄美大島、加計呂

間島）旅行と現在

この旅行自体、介助者を探すことから始ま

った。当時、旅行介助を依頼することは困難

だった。現在では旅行会社やNPO団体が、ト

ラベルヘルパー、トラベルボランティアなど

の形で旅行介助者を世話する活動も出てきて

おり、また一般募集のバリアフリー旅行も販

売されるような時代になった。

このときの旅行では、旅行前に島内移動の

ために現地での車と運転手を確保した。奄美

大島は大きな島であり、電動車いすが利用で

きる公共交通手段が無いためである。この状

態は現在も変わりがない。このことによって

大島島内移動は楽になったが、加計呂間島に

渡ってからのバス昇降と移動は、バスが小型

バスであったため困難を極めた。

また東京から奄美大島名瀬市へのフェリー

船の昇降も階段が72段あり、船会社職員の介

助を受けながらも、車いすから落ちるのでは

ないかという恐怖を味わった。大型客船のエ

レベーター設置、港湾のバリアフリー化は交

通バリアフリー法の施行以来、各地で急速に

進んでいる。しかし、このとき利用した奄

美・沖縄行きのフェリー船は、港も船も階段

であって、今も変わっていない。

空港職員に関しては、奄美大島は障害者ス

キューバダイビングが盛んなこともあり、車

いす旅行者の介助に慣れていると感じた思い

出がある。

（８）1998年・若狭方面（城崎、天橋立、舞

鶴、小浜）旅行と現在

この旅行は、行く先々で旅行環境のバリア

フリー化を体感した旅行であった。即ち現在
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のバリアフリー化状況に近くなってきたとい

える。具体的には、鉄道の各駅にスロープ板

が用意され駅係員がすばやく対応してくれた

こと、どしゃ降りの雨中でリフト付きタクシ

ーが30分で迎えに来てくれたこと、観光施設

の各箇所にスロープが設置されていたこと、

寺院では職員が当たり前のように車いすの介

助をしてくれたことなどである。

小浜市では、介助者はレンタル自転車でサ

イクリングロードを電動車いすと共に移動し

た。お互いにスピードが異なるので途中迷う

こともあったが、案内表示さえしっかりして

いれば、このようなお互いが楽になる移動の

仕方も工夫できる。

（９）1999年・北海道東部（釧路、弟子屈、

知床、網走）旅行と現在

当時の旅行環境と現在の状態は、ほぼ同じ

である。釧路空港でのリフト付きレンタカー

は、これまでにない快適な旅行を与えてくれ

た。現在ではかなり多くのレンタカー会社が、

リフト付きレンタカーを配車しているので、

予約時に場所と時間を指定すれば、その場で

昇降できるようになった。このときの旅行で

も、帰路は女満別空港であったが、レンタカ

ーの乗り捨ては可能であった。

宿泊は、ユニバーサルデザインの宿「風曜

日」とユニバーサルルームのある知床第一ホ

テルを利用した。そして旅館大浴場では、ホ

テル職員が入浴を介助してくれたので、介助

者も温泉を十分に楽しめた。

釧路湿原細岡展望台、摩周湖、とうふつ湖、

小清水原生花園などのスロープ設置も進み、

観光地で1人寂しく車で待っているということ

はなくなった。普通に普通の旅行を味わえた。

今でも良い旅行だと思っている。

（10）1999年・隠岐島（島前、島後）旅行と

現在

最近の情報が少ないため、現在との比較が

困難であった。「イカドン船」という車いすの

ままリフトで岸から乗り移り、電動リールで

多数の魚（アジなど）が釣れた経験は、とて

も新鮮で、あの楽しさは忘れられない。毎日、

島の社会福祉協議会や村で用意してくれたバ

ンで移動した。各島で島民独特の親切さ、も

てなしの心に触れた。キンニャモンニャ祭り

の混雑のときでさえ、島民は親切であった。

放牧された馬、闘牛、水若酢命神社、後醍醐

天皇黒木神社など、島の歴史・文化を堪能で

きた。この旅行では、船による移動が多かっ

たが、船の係員が当たり前のこととして介助

してくれたことが印象的だった。

（11）2003年・関西方面（姫路、小豆島、神戸、

彦根）旅行と現在

この旅行は、現在の旅行環境とほぼ同様で

あり、過去との比較にはならない。東海道新

幹線700系の揺れの無い快適さ、途中で旅程変

更がきく融通さ、姫路の道のわかりやすさ、

姫路城入り口案内人の見学上のバリアに関す

る説明のていねいさ、小豆島に一部にノンス

テップバスが走っていること、震災から8年目

の神戸の町の歩きやすさ、神戸市内交通機関

のバリアフリー化、ホテルのユニバーサルル

ームの快適さ、彦根の城以外の博物館などの

完全なスロープ化などによって、旅行介助が
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楽になってきたことが実感された。人に迷惑

をかけないようにビクビクしながら旅行して

いた時代に比べ、介助を受ける側も普通に旅

行が出来る時代になってきたことを感じた旅

行であった。

３　体験の理論的検証

これまで見てきたように、実際の旅行場面

では多種多様な旅行介助があり、また近年に

なり社会環境のバリアフリー化が整うにつれ

て、旅行介助の軽減化が図られるようにみえ

る。そこで、ここでは旅行環境のバリアフリ

ー化と旅行介助の整理を行い、介助の軽減化

とその効果を検証してみたい。なお一般的な

意味でのバリアフリー化課題には、車いす対

応だけでなく、聴覚障害への対応、視覚障害

への対応、知的障害に対する対応など多岐に

渡る。しかし今回は電動車いす利用者の旅行

をテーマに取り上げているため、介助課題の

範囲は主として車いす対応として記述するこ

とにする。

３－１　旅行環境のバリアフリー化

調査対象とした旅行行動の中で利用した旅

行関連施設は、国内の交通機関、観光諸施設、

宿泊施設の3種類に大別できる。それぞれのバ

リアフリー化について概略したい。

（１）交通機関

今回の12回の旅行で利用した交通機関は、

航空機、JR新幹線、JR在来線、長距離バ

ス、長距離フェリー、私鉄、地下鉄、路線バ

ス、市電、タクシー、リフト付きタクシー、

連絡線・観光船、モノレール、ケーブルカー、

リフトバン、バン型自動車、レンタカーなど、

ほとんどすべての公共交通機関を利用した。

公共交通機関のバリアフリー化を考えるとき、

それぞれの交通機関ごとにバリアフリー化課

題が異なることに留意しなければならない。

その視点は、乗り場に関する課題、乗りかた

に関する課題、乗り物それ自体に関する課題

の3点である。鉄道でいえば、乗り場は鉄道駅

舎でありもっとも課題が多く、乗り方や乗り

物は駅舎よりも課題は少ない。船では港の乗

り場は比較的課題は少ないが、タラップとい

う乗り方や船の構造は車いすでは行動しにく

いものである。交通機関のバリアフリー化に

ついては、2000年の交通バリアフリー法施行

以前から取り組まれていたが、近年の進展は

目覚しいものがある３。今回検証した旅行での

交通バリアフリー課題としては、「ノンステッ

プバスの増加」、「低床式市電の増加」、「リフ

ト付きタクシー予約の簡素化」、「ケーブルカ

ー駅階段のバリアフリー化」、「長距離バスの

バリアフリー化」、「リフト付きレンタカーの

普及」、「各駅にスロープ板の用意」などがあ

げられる。

各種の障害者の交通機関利用統計を見てみ

ると、近年の急増傾向がはっきりしている。

３a JR東京駅車いす新幹線利用件数は、1990年の14,878件から、2003年の78,373件に伸びている（JR東海・JR東日本
合計）。
s 高速道路障害者割引料金利用台数は、1994年度の544万台から、2003年は2,161万台へ伸びている（日本道路公団調べ）。
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JR東京駅新幹線の車いす利用者数は、1988年

と2003年を比較すると、JR東海で５倍、JR東

日本で9倍になっている。障害のある旅行者は

車移動が多いことから、2003年の高速道路の

障害者割引利用台数は2,161万台となっており、

全利用台数22億5,053万台のうちの0.96％を占め

るまでになっている。つまり約100台に１台の

利用割合となっているわけである。その他の

統計をみても、自動車福祉車両の販売台数増

加、ノンステップバスの普及、リフト付きタ

クシー・介護タクシーの増加、車いす生産台

数の増加などは目覚しいものがある。これら

の交通機関のバリアフリー化は、結果として

旅行介護の軽減に寄与するものと考えられる。

（２）宿泊施設

今回の旅行では、シティホテル、ビジネス

ホテル、和風旅館、ペンション、民宿など

各種の宿泊施設を利用した。旅行前にある程

度バリアフリー化の進んだ施設を選ぶように

心がけたが、いわゆる車いす対応の設備の整

ったユニバーサルルームやバリアフリールー

ムだけでなく、旅行目的地に適切な宿泊施設

が無い場合には、通常の洋室や布団を敷く和

室などかなりバリアのある宿泊施設も利用し

た。また宿泊施設において温泉のある場合は

積極的に大浴場を利用したり、その他の多様

な宿泊施設の機能も活用したりした。1994年

のハートビル法の施行以降、宿泊施設のバリ

アフリー化は徐々に進んでいるものの、都市

部以外の観光地では、車いすで利用しにくい

宿泊施設は依然として多い。今回の旅行でも

エレベーター設備の無い場合には、階段をお

ぶって登り降りすることもあった。洋風建築

物の場合には車いすでそのまま入れるが、和

風建築物の場合には車輪を拭いて上がること

もあった。宿泊施設の使いやすさの点では、

トイレの介助、入浴の介助、食事介助、ベッ

ドへの移乗介助、部屋の使いやすさなどが、

この十数年間でどの程度進化したかが介助軽

減の重要な指標であると感じた。

（３）観光諸施設・観光地

観光地での観光行動については、名所・旧

跡、歴史的建造物、体験観光、自然観光な

どできる限り多様な行動を行った。観光地・

観光施設においては、歩道の段差解消やスロ

ープ設置、公共車いすトイレ（「誰でもトイレ」、

「身体障害者用トイレ」、「ゆったりトイレ」な

どの呼称もある）の整備、休憩施設（「ポケッ

トパーク」、「足湯」、歩道のベンチ）の整備、

案内標識の整備、バリアフリーマップの準備

など課題は沢山ある。この十数年間のバリア

フリー化指標としては、観光地・観光施設ア

クセスがどの程度行きやすくなったか、介助

が無くてもどの程度見て回れるか、どの程度

の介助があれば見学可能かが改善の指標とし

てあげられる。

また、観光地・観光地バリアフリー旅行情

報の整備は大変大切な課題である。旅行計画

段階におけるインターネット情報は、ますま

す重要性を増している。例えばノンステップ

バスの時刻表が得られれば、観光地での行動

が非常にしやすくなる。また全国各地にある

観光ボランティアの人的資源はバリアフリー

観光において今後大変重要になるだろう。車
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いすでも楽しめる観光情報も豊富であり、そ

の土地ならではの食べ物情報だけでなく、本

来の地域の深い歴史や文化の解説者、自然解

説者（インタープリター）としても地域ホス

ピタリティの発信者に最適であろう。今回の

旅行検証でもあったように魚釣りを楽しむよ

うな行動にみられるように、ただ観光行動が

バリアフリー化されるだけでなく旅の楽しみ

を広げる、即ち「旅行に行ける」段階から

「旅を楽しむ」段階に移ることが、今日のバリ

アフリー観光の課題であるといえよう。

３－２　旅行介助

旅行において円滑で快適な行動を妨げる障害

としては、移動面の障害、情報取得面の障害、

医療面の障害に分かれる。この分け方に応じて

考慮すると、旅行面における介護や介助内容は

実に多岐に渡る。つまり歩行の不自由な人、耳

や目の不自由な人、理解面で困難を感じる人、

医療上の介助を必要とする人など、介助の対象

となる人によって必要な介助の内容は異なるか

らである。ただ本論においては、車いす利用の

被験者に合わせて、移動面の介助、日常生活面

の介助、その他の行動に関する介助の３つの側

面に分けて考えてゆきたい。

（１）移動面の介助

被験者は電動車いすを利用する関係で、移

動面における介助の割合が大きくなる。介助

の種類としては、交通機関の乗り場での階段

の昇り降り介助、乗り物への乗車・降車介助、

座席への着席介助、荷物の上げ下ろし介助、

タクシーやバスへの収納のための車いす分

解・組み立て介助などがある。多種類の交通

機関を利用する場合には、それぞれの乗り物

の特殊性に合わせた介助が必要になる。特に

体を抱えなければならない場合、車いすから

座席に体を乗り移らせる場合、階段を担いで

昇る場合、車いすを短時間で分解する場合な

どは、かなりの体力を必要とするため、かな

り力のある介助者が必要になる。ただ駅にエ

レベーターが設置されたり、リフト付きタク

シーが普及したりするなどの交通機関のバリ

アフリー化が進むことによって、この移動面

の介助度合いは格段に楽になる。

被験者は手動車いすに比べ、電動車いすは

圧倒的に介助が楽であると述べている。常に

車いすを押すわずらわしさがなく、横に並ん

で話ができる利点もあり、介助するほうも納

得できる点は多い。ただ電動車いすは、重量

が重く持ち上げることが大変であり、故障

時・バッテリー消耗時は走行不能という欠点

がある。また最近は手動にも電動にもなる軽

量の簡易型電動車いすが普及し、利用者が増

えている。介助面から言うと、常に手動車い

すを押し続ける疲労やブレーキ確認の心配な

どに比べれば、電動車いすは比較的独立性が

高いと言える。

（２）日常生活面の介助

トイレ、入浴などの日常生活面（ADL４）の

介助は、主として宿泊施設で行われる

４　ADL：福祉の考え方の一つでActivity Daily Living（日常生活動作）の略。
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ことが多い。ただ被験者はすべての日常動作

面で介助が必要なわけではなく、自分で可能

な範囲のことは時間がかかっても自分で済ま

せるため、介助者は介助を依頼された場合に

のみ手を貸す形をとってきた。具体的な介助

には、車いすからベッドへの乗り移り介助、

トイレ介助（必要な場合のみ）、入浴介助（脱

衣、浴槽への入浴）、寝返り（必要な場合のみ）、

食事介助（バイキング料理など必要な場合の

み）、着替え介助（必要な場合のみ）、車いす

バッテリー充電介助などがある。このうち体

力を要する介助は、入浴介助及び車いすとベ

ッド間の乗り移り介助（トランスファー介助）

である。最近の宿泊施設では、地元のヘルパ

ー会社から入浴介助のヘルパーを派遣しても

らって温泉入浴を楽しむケースも増えてきて

いる。被験者も入浴については「浴槽までは

バリアフリー化できても、最終的には人の手

を借りなくてはならない。どんなにリフトが

整っても介助が必要な部分である」と述べて

いる。また最近の宿泊施設ではシャワー設備

が充実しており、それで十分満足できる場合

も多い。食事介助については、テーブルの高

さやナイフ・フォークの工夫など利用者各自

のアイデアによって解決できることが多い。

しかしながら日常生活介助全般については、

移動面のバリアフリー化に比べ、設備や機械

の利用によって容易化できることが少ないた

め、介助行為全体の軽減化にはつながりにく

いといえる。

（３）その他の行動に関する介助

その他の行動に関する介助としては、旅行

情報の収集介助、交通機関切符購入介助、旅

行前の諸準備介助、旅行費用精算介助、緊急

時の対応介助、投薬など医療知識の必要な介

助などがあげられる。これらの介助は、もち

ろん介助者が介助しなくても旅行当事者が遂

行できることは沢山ある。これらの介助では

社会的対応の必要な介助も多いため、当事者

が責任を持って行うことは社会的自立につな

がり、本人が自信を持つことにもなる。今回

の旅行検証においては、できる限りやるべき

ことは分担して、お互いの負担軽減に努めて

きた。

４　旅行環境のバリアフリー化と旅行介助の

軽減に関する考察

今回の旅行検証結果から得られた近年の旅

行環境のバリアフリー化と介助軽減に関する

知見は下記の4点にまとめられる。

① 近年の旅行環境、特に交通環境のバリアフ

リー化によって、移動面の介助については介

助回数が軽減されると同時に、体力の負担の

大きい介助が大いに軽減されている。この面

の証としては、最近の旅行では車いすを分解

すること、階段で電動車いすを担ぎ上げるこ

と、当事者をおぶって上がりおりすることは、

まず無くなった。今回の旅行検証では1998年

ごろから特にこの傾向が強くなっている。つ

まりこのように危険の多い介助はする必要な

なくなるほどに今日の旅行環境のバリアフリ

ー化は進んでいるといえる。このことは男性

介助者がついて行かなくても、女性の介助だ

けでも、また高齢者同士でも旅行ができる時
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代になっていることを表している。

② 主として宿泊施設で行われる日常生活介助

については、人の力による介助の多いこと

もあり、バリアフリー化による介助の軽減効

果はあまり図られていない。ただ観光地側で

のマンパワー確保により入浴介助のしくみを

作ったり、観光ボランティアによる観光時介

助のしくみを作ったりすることによって、同

行する介助者の介助軽減を図ることは十分考

えられることであるし、実際にそのような試

みは徐々に始まっている。

③ その他の行動に関する介助については、イ

ンターネットなどによる事前情報入手が容

易になることは、旅に対する不安感など心理

面でも軽減されると同時に、観光地での観光

行動の多様化にもつながる。また伊勢志摩バ

リアツアーセンターのように、旅行者それぞ

れに合わせた旅行相談機能を拡大することに

よって、より多様で豊かな旅が可能になる。

また、そのような情報と相談の全国的なシス

テム化が必要な時代となっている。

④ 旅行環境のバリアフリー化が進み移動面の

介助が軽減され、また日常生活面の介助シ

ステムが確立される結果として、旅行の選択

肢が広がることだろう。介助の軽減によって

当事者・介助者ともに旅行中で精神的・時間

的余裕が生まれ、本来の旅行の楽しみが得ら

れることになるだろう。

５　終わりに

今後に残された旅行介助課題は多くある。

① 近年、介助制度が整備され始めている。

2000年施行の高齢者を対象とした介護保険制

度、2003年に障害者を対象に施行された障害

者支援費制度の中では、どのようにしたら旅

行には適用可能か、また介助の軽減に役立つ

のかと言う検証が必要である。

② 旅行上の介助では、旅先の人々のほんの少

しずつの手助けが役に立つものである。実際

には計測が出来ないかもしれないが、旅行

者・介助者の心理的負担を取り除く意味でも

地域のホスピタリティ向上が望まれる。

また旅行介助は在宅生活でのホームヘルパ

ー業務に比べても多種多様であり、さまざま

な介助業務の集合体であるということができ

る。旅行途中で介助を他の人と交代すること

は困難であり、一日の介助時間も朝の起床か

ら夜の就寝まで長時間にわたる。加えて移動

面の介助においては体力の必要な介助の多い

こともあげられる。それだけ困難とはいえ、

旅行によって得られるものは多い。旅行介助

の研究はまだ始まったばかりである。今後の

更なる研究を望みたい。

参考文献：

勝矢　光信『車いすと一緒に旅に出よう！』

日本経済新聞社、2000年

草薙威一郎『障害をもつ人と行く旅』

エンパワメント研究所、1998年
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１．はじめに

1872年、世界初の国立公園がアメリカに誕生

した。特定の地域を国立公園に指定すること

で、伐採を禁じるなどの制限を加え、貴重な

自然を保護しようという動きが、法を伴って

現れた最初の出来事であった。いつしか、そ

うした自然を保護しようとする活動が地球規

模で広がり、世界各国で環境保全を考慮にい

れた開発がすすめられるようになった。それ

は、ある国においては国立公園指定への動き、

また世界遺産登録への動きと重なっていた。

こうして、豊かな自然が守られるようになっ

た一方で、新たな問題が浮上してきた。国立

公園や世界遺産に指定・登録された、ある地

域には先住民が暮らしており、彼ら、彼女ら

を土地から追い出すことなく、先住民の文化

をどのように尊重して開発を進めることがで

きるのかという問題があらわれたのである。

その問題解決の方策の一つとして、開発を

本格的にすすめる前に、多くの利害関係者を

同じ場所に集めて話し合うワークショップを

開くことが考えられた。事前に互いの意見・

主張を組み入れてから開発を着手しようとい

うわけである。こうした考えは、多主体参加

を目指す試みとして、多方面から評価されて

きており、実際、現在においても、あらゆる

開発を推進する上で、多くの研究者、NGO関

係者が支持してきている。

しかし、その多主体参加の話し合いの内容に

関する考察は、これまで十分になされてはいな

い。話し合いには、参加できる人数が限定され

ており、それぞれの利害関係者から数人の代表

者を参加させることが普通である。ただし、そ

の代表者が、必ずしもその集団内の意見を代表

しているわけではなく、その話し合いにおいて、

各代表が均等に発言できる環境を用意されてい

るのかといった問題（使用言語や発言の割り当

て時間等）などがあるにもかかわらず、その内

容についての議論は真剣になされてこなかっ

た。特に、開発をされる側の人間、つまり開発

が入って来さえしなければ、話し合いにすら関

わる必要のなかった人々に対する関心は薄かっ

た。開発に「受け身」の立場を強いられてきた

人々を基点に据えた場合、多主体参加を標榜し

てすすめられてきた「持続可能な観光開発」や

「エコツーリズム」、また「住民参加型」の観光

化には、いまだ多くの問題が残されているよう

に思われる。

観光開発に包摂される自然環境／先住民文化保全
―タイの「海民」モーケンを対象としたプロジェクト・ワークショップの考察―

鈴木　佑記

二　席



－17－

本稿では、タイにおける観光開発に注目し、

スリン諸島の先住民モーケンの文化を保全し

ようとするプロジェクトを事例として、多主

体参加を謳い、先住民のために開発を行うと

主張するプロジェクト・ワークショップの場

に、モーケンの主体性が排除されていた事実

を提示する。近年、タイにおいて推進されて

いる、自然環境及び先住民文化保全の両立を

目指す観光開発には、歴史的、社会的に構築

された、目に見えにくいパワーポリティクス

が働いているのである。このことを示すため

にまず、タイにおける観光開発を説明し、国

立公園指定、世界遺産登録の歴史的背景を把

握する。そして、それらの地域に指定・登録

された空間域に暮らす先住民と開発を推進す

る側との間で発生した問題を紹介した後、タ

イ領アンダマン海に浮かぶスリン諸島と、そ

こに暮らす先住民モーケンを対象にした、観

光開発を前提とするプロジェクト内容を出版

物から批判的に分析する。最後に、先住民文

化の保全を唱える観光開発が抱える根本的問

題を明らかにする。

2．タイの観光開発

タイにおいて観光開発が行われるようにな

ったのは、サリット政権（1958～63年）の時

代からである。サリットは当時のアメリカの

反共戦略に協力し、開発（Kan Phattana）と

いう新語を用いてタイの経済開発政策を推進

した人物である。サリットはまず、1959年８

月10日に観光振興委員会を設置し、1960年に

はタイ旅遊奨励公団（1960～1979）が発足す

ることになった１。これが1979年５月５日にタ

イ国政府観光庁へと名称変更し、現在にいた

るまでタイの観光開発を推進する機関として

機能している２。

機関設立から約半世紀が経ち、タイの観光

開発は、自然、文化資源を観光の対象とする

ことで、やがて海外からの「貧乏旅行者」や、

国内観光するタイ人といった観光の多様な形

態を提供して大衆的なものへと発展し、莫大

な利益を国家にもたらすことになった。

しかし、観光の大衆化は国に経済的利益を

もたらす一方、観光開発にともなう自然環境

の破壊を引き起こした。そして自然保全の観

点から、タイ国内のあらゆる地域が国立公園

に指定され、場所によっては世界遺産に登録

されることになった。こうすることで、過度

な森林伐採や観光化をくい止めることに一定

の効果をあげることに成功したが、別の問題

を発生させていた。それは、国立公園や世界

遺産に指定・登録される以前から、その地域

を生活空間として生きてきた人々、いわゆる

先住民３をめぐる問題であった。

１　Caruwat, Chalumchai. 1960.“Kandamnunkan Oo. So. Tho.（『オーソートー』、仕事に着手）”Oo. So. Tho. 1(1), pp. 9-13.
２　タイ国政府観光庁: http://www.tat.or.th/thai
３ “indigenous people”の邦訳に関する見解は統一されていない。国際連合の日本語版ホームページの広報センター

をみると、1993年の「International Year of Worlds Indigenous Peoples」を「世界の先住民の国際年」と訳していた
り、1994年から2004年の10年間の「International Decade of the World's Indigenous People」を「世界の先住民の国
際10年」と訳していたりするなど、“indigenous people”を「先住民」と訳している。本稿でもこれをならった。
http://www.unic.or.jp/schedule/futur.htm#15を参照。
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こうした問題に対処する方策として、タイ

においても90年代後半より、「持続可能な開発」

や「エコツーリズム」などの概念が導入され

た。その上で、いわゆる「住民参加型」と呼

びうる、多主体を念頭に置いた観光開発が唱

えられるようになり、先住民などの開発され

る側の住民をも開発過程に参加させることで、

開発を推進する側の一方的な押し付けによら

ない観光開発をすすめることが可能になった

と考えられている。

３．タイにおける国立公園、世界遺産、先住

民の関係

3.1. 国立公園指定と世界遺産登録のはじまり

タイにおける観光開発がサリットによって

もたらされたように、国立公園のはじまりも

サリットが契機となっていた。1959年、サリ

ット首相は政務視察をしにタイ北部へ訪れた。

そこで、森林保護の重要さに注目するように

なり、タイで国立公園を指定できるように農

業省と内務省を動かした。そして、1959年10

月７日に開いた国会閣議により、14地域の森

林地域を国立公園化していくことを決議した。

自然資源保護に関する専門家である、アメリ

カ人ルール（George C. Ruhle）の助けを借り

て計画はすすめられ、1962年９月18日に、ナ

コンラーチャシーマー県、ナコンナーヨック

県、プラチナブリー県、サラブリー県の4県を

またぐ森林地域を、カオヤイ国立公園として

最初に指定することになった。それから42年

が経ち、2005年８月１日現在、148地域が国立

公園に指定されている４。

一方、タイで世界遺産に登録されはじめた

のは、スコータイ地域、アユタヤ地域、トゥ

ンヤイ―フアイカーケーン（以下、トゥンヤ

イ）地域が世界遺産リストに登録された1991

年のことである。翌年、バンチェン遺跡が登

録され、2005年にはドン・パヤイェン・カオ

ヤイ複合林が登録された。

そもそものはじまりは、1972年11月16日に

国際連合教育科学文化機関（以下、ユネスコ）

の第17回ユネスコ総会で「世界の文化遺産及

び自然遺産の保護に関する条約」が採択され、

1975年に正式に発行されてからである。「世界

遺産」とは、年に１度の世界遺産委員会の本

会議で最終承認され、リストに載せられたも

のをいう。

1978年に第１号の世界遺産が登録されてか

ら30年近く経ち、2005年８月１日現在ではす

でに、ユネスコの世界遺産リストに世界137カ

国812の遺産が登録されている。この世界遺産

は文化遺産（628遺産）、自然遺産（160遺産）

の２つにわけられ、双方のカテゴリーで価値

が認められるものを、文化と自然を重複する

複合遺産（24遺産）として登録されている５。

タイの５つの世界遺産は、スコータイ、アユ

タヤ、バンチェンの３つが文化遺産として、

４　2002年10月３日施行の省庁再編までは、タイ王室森林局が管轄していた。現在は、天然資源・環境省、国立公園・
野生動物植物局の管理下にあり、下記のURLから情報が引き出せる。URL：http://www.dnp.go.th/default.asp より。

５ URL：http://www.unesco.orgより。
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トゥンヤイとドン・パヤイェン・カオヤイ複

合林が自然遺産としてリストに載せられてお

り、今後、タイ領アンダマン海域を世界遺産

に登録していこうとする動きがある。

３．２． 観光開発と先住民

タイにおいて、観光開発がすすんだ地域に

は先住民が暮らす地域が多く含まれる。彼、

彼女らの住む地域は、国立公園化がすすめら

れるようになった1962年以降、タイ政府によ

り厳しく管理されてきた。以前は国の利益に

つながるとは考えず無視してきた地域も、ひ

とたび国立公園、もしくは世界遺産に指定さ

れると、タイ政府はその地域に住む先住民に

対して、狩猟・漁撈による自然破壊を主な理

由に立ち退きを要求してきた。立ち退かせた

後の地域周辺には、観光客のための宿泊施設

などが用意される。観光資源としての自然景

観を重視し、先住民に対する扱いを軽視して

きたといえる。

ここでは、トゥンヤイに暮らしてきた先住

民ポー・カレン（自称スー）を例に挙げてみ

よう。トゥンヤイは、カンチャナブリー県と

ウタイターニー県一帯の動物保護区が自然遺

産として登録された地域である。この地域に

は、現タイ王朝（ラッタナコーシン王朝）が

成立する以前の600年程前からポー・カレンが

焼畑農耕をして暮らしてきたが、トゥンヤイ

が1991年に世界遺産に指定されると、タイ政

府はこれらの先住民を、国境を勝手に越えて

は、焼畑をして自然破壊する者たちとみなし、

これらポー・カレンの立ち退きを要求した。

一方的に国有化した土地に、森林局の役人、

軍と国境警察を動員し、政府の要求に従わな

い住民たちを威圧したのである。こうして一

方的に追い出された、タイ国籍を認められて

いないポー・カレンの人びとは、焼畑による

作物栽培も、タイ国内で就職して現金を稼ぐ

こともできなくなり、生活手段を失うことと

なった６。

これから詳述する「海民」モーケンも、ポー

・カレンといった「山地民」同様、国境を自由

に移動して暮らしてきた。アンダマン海域も国

立公園に指定され７、観光開発がすすむと、モ

ーケンは自然資源を勝手に収穫してしまう「邪

魔者」として扱われ、それまで暮らしていた土

地を一方的に立ち退かされてきた。自然や文化

の保護を目的として、国立公園に指定され、世

界遺産に登録されるはずなのだが、逆に観光開

発がすすみ、実は生態系を維持してきた先住民

が追い出され、環境破壊がすすむという矛盾し

た構図がみられるようになった。

しかし、そうした状況も、研究者やNGO関

係者によって、焼畑や狩猟、漁撈などを自然

破壊の理由とするには不十分であることが報

告されるようになり、政府もそれまでの扱い

６　以上、細川弘明. 2003a. 「タイ西部、世界遺産地区の先住民族の村を訪れて（上）」『先住民族の10年NEW』91; 細
川弘明. 2003b. 「タイ西部、世界遺産地区の先住民族の村を訪れて（下）」『先住民族の10年NEWS』92より。

７　タイ領アンダマン海域で国立公園に指定されている地域を県別にみると、ラノーン県が３つ、パンガー県が６つ、
プーケット県が１つ、クラビ県が３つ、トラン県が１つ、サトゥーン県が３つで、合計17箇所ある。次節から論じる
プロジェクトが対象としている地域のスリン諸島は、タイ国内における29箇所目の国立公園として1981年７月９日に
指定された。
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ができなくなった８。今では、「山地民」や

「海民」といった先住民をエコツーリズムのガ

イドとしてとりこむ考えに変わってきている。

また最近では、自然を重視し、先住民を無視

した一方的な開発政策が行われないようにす

るため、先住民の文化を尊重しながら、自然

保護と開発を目指すプロジェクトを通した観

光開発が注目されてきている。その一つに、

次章より検討する「タイ国、アンダマン海、

スリン諸島、保護地域に暮らす先住民のため

の場所」プロジェクト（以下、「先住民プロジ

ェクト」）がある。

４．“A Place for Indigenous People in

Protected Areas, Surin Islands, Andaman

Sea, Thailand（タイ国、アンダマン海、スリ

ン諸島、保護地域に暮らす先住民のための場

所）”プロジェクト

4.1. プロジェクト概要

本論文で「先住民プロジェクト」と呼ぶ

「タイ国、アンダマン海、スリン諸島、保護地

域に暮らす先住民のための場所９」というプロ

ジェクト名は当初、「保護地域における先住民

のための場所―アンダマン海岸域の先住モー

ケンと国立公園当局のあいだで10」というプロ

ジェクト名であった。タイ語では、直訳する

と「アンダマン指導計画（Khrongkan Nam

Rong Andaman）」とされ、これを英語にして

「アンダマン・パイロット・プロジェクト

（Andaman Pilot Project）」と呼んでいる。

プロジェクトの対象はスリン諸島に暮らし

てきたモーケンである。このスリン諸島は、

1981年にタイ政府が国立公園化することを公

布した地域である。この地域は国立公園化さ

れる以前より、モーケンが海洋資源を収穫し、

雨季の間には一時的な小屋を建ててきた生活

の場であったが、国立公園法によって、それ

まで収穫していた自然資源に制限が加えられ、

モーケンの生活に深刻な問題を与えることに

なった。その諸問題の解決策を探るために、

ユネスコの政府間海洋委員会（IOC）11と、海岸

域、小島群における環境と開発のための横断

的、学際的な討論の場（以下、CSI）12と、バン

コク事務所13の３つをとおした支援のもと、チ

ュラロンコーン大学社会調査研究所によって着

手されたのが「先住民プロジェクト」である。

CSIは世界各地で23箇所のプロジェクトを支

援、実施しており、「先住民プロジェクト」は

そのうちの一つでもある。またCSIは、海岸域

や小島群における資源に対する価値観の違い

８ ただし、1989年に制定された伐採禁止令以降は、焼畑が事実上不可能となった。それにもかかわらず、山地民を森
林破壊の元凶とする言説は変わることなく、むしろ厳しさを増しているという。［速水洋子. 1999. 「タイ国家の領土
におけるカレンの土地権―共同性と伝統の構築」杉島敬志編『土地所有の政治史―人類学的視点』風響社：209］

９ “A Place for Indigenous People in Protected Areas, Surin Islands, Andaman Sea, Thailand”
10 “A Place for Indigenous People in Protected Areas: the Indigenous Moken and Park Authorities along the

Andaman Sea Coast”
11 the Intergovernmental Oceanographic Commission
12  the Intersectoral and Interdisciplinary Platform for“Environment and Development in Coastal Region and in

Small Islands”
13 ユネスコ、アジア・太平洋地域文化顧問事務所：UNESCO Office of the Regional Advisor for Culture in Asia and

the Pacific



－21－

による争いを減らす目的で、「持続可能な人間

の発展のための、海岸域における賢明な実践14」

と名づけられた、インターネットをベースに

した公開討論用の場を設けている。

プロジェクトの目的は、スリン諸島とその

周辺の環境を保護することと、そこに生きる

先住民モーケンの文化を保護することを矛盾

することなく、持続可能な開発をすすめてい

くことである。そのためにワークショップを

開き、各方面の利害関係者を集め、その開発

の方法を模索している。1998年11月６日にバ

ンコクで、1998年11月21日から26日にスリン

諸島で、1999年3月11日にバンコクで行われた、

計３回のワークショップである。

このワークショップの報告書が、英語で

2001年に、ユネスコ本部のあるフランスから

出版され、タイ語では2003年７月に、バンコ

クにあるチュラロンコーン大学社会調査研究

所から500部出版された。次節から、この２つ

の出版物に載せられた計３回のワークショッ

プの内容を中心に、モーケンに対する記述の

違いや表象のされ方から見えてくる「先住民

プロジェクト」の内容を批判的に考察してい

きたい。

4.2. ワークショップ報告書目次

報告書の英語名は「先住民と公園―スリン

諸島プロジェクト（Indigenous People and

Parks: The Surin Islands Project）」である。

一方、タイ語では「土地の人と保護地域―─

スリン諸島アンダマン・パイロット・プロジ

ェクト（Khon Phun Muang Le Phun Thi

Anurak―Khrongkan Nam Rong Andaman）

15」となっている。タイ語版の場合、表題は

「Indigenous people：先住民」が、「土着民」

という意味合いのつよい「Khon Phun Muang」

と訳され、「公園」は「保護地」と訳されてい

る。英語では「Parks」としか書かれていない

が、「National Parks：国立公園」をあらわし

ている。英語とタイ語の表題を見比べるだけ

でも、差異が確認できる。

その他、記述のされ方の違いで目立つとこ

ろに、プロジェクト概要における記述の相違

点が確認できる16。例えば、「Chao Lay」は

「チャオレー：Chao Le」と、タイ語にそのま

ま訳されているのだが、「sea nomads」が

「ジプシー・タレー：Yipsi Thale」、つまり

「シー・ジプシー（sea gypsies: 漂海民）」にな

っているということが挙げられる。

14  Wise Coastal Practices for Sustanable Human Development: WiCoP forum
15 「Khon」は「人」を意味している。「Phun Muang」は、「土地の」だけではなく、「土着の」、「地方の」とも訳せる。
「le」は英語の「and」と同じ働きをし、「Phun」は「地」をあらわし、「保護する」という意味を持つ「Anurak」を、
英語の「which」と同じ働きをしている「Thi」が結び付け、「保護地域（Phun Thi Anurak）」と一つの単語になっ
ている。「先住」という意味をタイ語であらわすには、「Aasai Yu Kon」といった単語が必要となるが、タイ語では

「Chon Phun Muang」とあらわすらしく、「先住の」という意味よりも、「Indigenous」という言葉に含意する「土着
の」という意味を優先して訳されている。日本語や英語で意味している「先住民」をタイ語に直訳するならば「Chao
Thi Aasai Yu Kon」となると考えるが、一般的には使用されていないようである。

16  英語版［UNESCO. 2001. Indigenous People and Parks. The Surin Islands Project. Coastal Region and Small Island
Papers 8. Paris：UNESCO：9］
タイ語版［UNESCO. 2003. Khon Phun Muang kap Phun Thi Anurak Khrongkan Nam Rong Andaman Mu Ko
Surin.（土地の人と保護地域―スリン諸島アンダマン・パイロット・プロジェクト）Sathaban Wicai Sangkhom
Churalongkon Mahawithayalay: 7］
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タイ語版の報告書は、2001年に英語版の報

告書が出版されてから２年後であり、２年分

の追加報告も追記してあるので、全体的な記

述量が英語版よりも多い。おおまかには、第2

章までの内容はほとんど同じであり、英語版

で第３章「衝突、利害関係者、そして挑戦」

に入ってから、タイ語版との大きな違いが確

認できる。この第３章は、タイ語版で「持続

可能な開発のための選択肢に関する考えを統

合するワークショップ・持続可能な開発の義

務と選択肢を統合するワークショップ・プロ

ジェクト第１期の成果をまとめるワークショ

ップ（1998年11月～1999年３月）」の章にあた

り、英語版の第３章と同じように、どちらも、

1998年から行った３回にわたるワークショッ

プの報告をしているのだが、英語版の方が詳

しく記述しており、タイ語版では要約した記

述の仕方になっている。

それぞれ３回のワークショップ名を見て気

づくのは、タイ語版は英語版に比べて対象で

ある「モーケン」という単語をあまり使って

いないことである。そのかわり、「開発」とい

う単語が目立っている。英語版で頻繁に繰り

返される「モーケンのための」という言葉は

どこかへ消え、「モーケンのための」ワークシ

ョップないしプロジェクトという意識が、タイ

語版目次からは見られない。

第１回目のワークショップは、1998年11月

６日、バンコクにあるタイ国学術審査委員会

の事務所で行われた。このワークショップに

は政府役人、研究者、NGO関係者を含む計33

人が集まり、ブレインストーミング方式で、

モーケンのための持続可能な開発の選択肢を

確認したという。しかし、「モーケンのための

選択肢」について話し合い、選び、決定する

場に、当該者であるモーケンを招待しておら

ず、参加させていなかった。タイ語で「持続

可能な開発のための選択肢に関する考えを統

合するワークショップ」、英語で「スリン諸島

のモーケンにとっての参加型開発の選択肢を

確認するワークショップ」と題されていた。

同じ内容が話し合われていたのか怪しませる

ほどに、二つのワークショップ名が異なって

いることが確認できる。

第２回目のワークショップは、１回目が開

かれた２週間後の11月21日から26日にかけて、

プロジェクトの対象地域であるスリン諸島で

開かれた。このワークショップでは、モーケ

ンを含めた利害関係者が計25人集まり、モー

ケンをガイドとしてシュノーケリングを行っ

たり、村を案内させたりして、参加者がモー

ケンの生活様式に精通するように組織された

という。タイ語で「持続可能な開発の義務と

選択肢を統合するワークショップ」、英語で

「モーケンのための持続可能な開発の戦略的目

標の構築：参加と支援」と題されていた。こ

れもまた、第１回目のワークショップ名と同

様なことがいえる。「モーケンのための」とい

う言葉があるとないとでは、「持続可能な開発」

の意味が全く異なる解釈を与えてしまうこと

に気づく。

第３回目のワークショップ（正確には、ブ

リーフィングセッション）は、1999年３月11

日、バンコクにあるカセサート大学で開かれ、
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「先住民プロジェクト」へのそれぞれの参加と

責任を再確認するため、また、互いの進行し

ている活動に関する最新報告がまとめられた。

報告書内の文章では人数、またモーケンが参

加したのかどうかも確認できない。タイ語で

は「プロジェクト第1期の成果をまとめるワー

クショップ」、英語では「モーケンのための持

続可能な開発へ向けての参加と支援」と題さ

れている。ここでもまた、英語版では「モー

ケンのための」という記述が確認できる。

英語版の目次のみをたどると、プロジェク

トがスリン諸島の先住民である「モーケンの

ための開発」を目指していると思えるが、タ

イ語版の目次のみをたどれば、開発する場の

スリン諸島にたまたまモーケンがおり、そう

した先住民をいかに開発に有効活用していこ

うかといったプロジェクトであると捉えない

までも、「モーケン」より「開発」に重点を置

いているように解釈ができる。

4.3.  第１回ワークショップ参加者とその内容

英語版とタイ語版の報告書から、計３回の

ワークショップでなされた内容、それぞれの

立場から出された提言を確認し、英語版の付

録から、ワークショップ参加者をみていく。

タイ語版に参加者は記載されていない。

繰り返し述べるが、バンコクで開かれた第１

回目のワークショップでは、モーケンは参加

させられていない。利害関係者をおおまかに

グループ化すると、以下に示した９つに分け

ることができる。

a タイ王立森林局―８名

s タイ漁業局―４名

d 環境政策計画事務所―２名

f タイ国政府観光庁―１名

g 地方行政局―１名

h 研究者―９名

j ユネスコ代表―２名

k NGO―３名

l 進行係―３名

参加者は合計33名である。進行係の３名と

は、プロジェクト・チーム代表のヒンシラナ

ンを含む、全員がチュラロンコーン大学の研

究者である。これを h 研究者に含めて数え

ると、参加者では h 研究者が12名と最も多

かった。次に多いのは、当時、国立公園を管

理する機関であった a タイ王立森林局から

参加している８名である。

この第１回目のワークショップで話し合われ

たことは、主に、スリン諸島の開発をすすめて

いく上で、モーケンに負のインパクトを与えな

いようにするにはどうしたらいいのかというこ

とや、モーケンへのエンパワーメントをどのよ

うに行っていくべきかということが話し合われ

た。ワークショップ報告書に載せられた内容の

一部分を、英語版から抜粋して以下に示す。

開発を適切な形態ですすめていくには、

モーケンが身体的、精神的な支えを、自分

自身で、また自らの集団内に依存できるよ

うにしていかなければならない。さらには、

いかなる開発計画も、将来、共同管理をし

ていくための機会を与えるためにも、でき

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・
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る限り多くの地元参加者を巻き込んでいく

必要がある17。（傍点、筆者）

（モーケンに）文化的に誇れる感覚をもた

せ、仲間意識を強くさせることができる先住

民博物館を設立しようという提案があった18。

開発はモーケンの民族的アイデンティテ

ィを強め、彼らの文化的遺産の誇りを高め

るものでなければならない19。（傍点、筆者）

一見、モーケンへの気遣いが全面にあらわ

れている報告だが、開発が前提となって話が

進められていることに注目したい。そもそも、

「モーケンの民族的アイデンティティ」や「文

化的遺産の誇り」とは何であるのか記述して

いない。仮に記述していたとしても、このワ

ークショップにはモーケンが参加していない

のだから、モーケンの誰かが発言したもので

はないので、あくまでワークショップ参加者

である、モーケンを語る側の人間が認識する

勝手な「民族的アイデンティティ」や「文化

的遺産の誇り」になってしまうことは避けら

れない。モーケンの参加していないワークシ

ョップで語ってもいい内容とは、

文化的保護と開発は、相伴って進めてい

く必要がある。モーケンが自分たちのため

に適切な「開発」とは何かを決める過程に、

参加できるようにする必要がある20。

モーケンが国立公園法の規制を犯してい

る問題を解決する事は、難しい問題の一つ

である。いつ公園の規制を厳格に施行する

べきなのか？また、どの場合が規制を犯す、

あるレベルを超えたことになるのか？どの

程度まで、公園当局が、読み書きのできな

い先住民に対して懲戒の処置をとることが

できるのか？さらには、どのような方法が、

これらの問題の再発を防止するのに採用で

きるのだろうか21？

観光活動がモーケンの生活様式に与えて

いる影響、また、シュノーケリングやハイ

キングトリップのガイドといった観光活動

への参加の可能性について調査する必要が

ある22。

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・

17 “The appropriate form of development will enable to the Moken to rely on themselves and their own community
for physical and moral support. Moreover, any development plans should involves as much local participation as
possible in order to provide the chance for future joint management. ” [Ibid.: 28]

18 “The suggested establishment of an indigenous museum will promote a sense of cultural pride and build
community strength.” [Ibid.: 30]

19 Development should strengthen the Moken's ethnic identity and promote pride in their cultural heritage.”
[Ibid.: 28]

20 “Cultural conservation and development should go hand in hand. The Moken should be able to take part in
determining the kind of‘Development’that is appropriate for them.” [Ibid.: 28]

21 “The problem of the Moken violating national park regulations is a difficult one to resolve. When should park
regulations be strictly enforced and in what cases may certain levels of tolerance be appropriate? To what extent
should the Park Authority apply disciplinary measures on a non-literate indigenous population? Moreover, what
measures can be adopted to prevent the reoccurrence of these problems?” [Ibid.: 29]
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ブローカーによる海洋環境の破壊とモー

ケンの搾取を食い止めることに最も効果的

な方法は何か23？

などといった事くらいだと考える。

いま一度確認しておくと、第１回目ワーク

ショップの英語名は「スリン諸島のモーケン

にとっての参加型開発の選択肢を確認するワ

ークショップ」である。タイ語名では「持続

可能な開発のための選択肢に関する考えを統

合するワークショップ」である。「選択肢を確

認する」、もしくは「選択肢に関する考えを統

合する」その場に、モーケンがいなかった事

実を強調しておきたい。

4.4. 第２回ワークショップ参加者とそれぞれ

の提言

第２回ワークショップに参加した計25名を、

以下９つにグループ化した。

a タイ王立森林局―７名

s タイ漁業局―１名

d 環境政策計画事務所―２名

f 地方行政局―１名

g 研究者―６名

h ユネスコ代表―１名

j NGO―２名

k 進行係―３名

l モーケン―２名（報告書には記載され

ておらず、筆者が残り人数を当てはめた）

前回よりも全体的に参加人数が少なくなっ

ていることが分かる。また、前回参加してい

たタイ国政府観光庁からの代表がいなくなっ

ている。第２回目においても、プロジェクト

リーダーであるヒンシラナンといった進行係

を含めた研究者の参加者が９名と最も多く、

２番目に多いのも、またタイ王立森林局の７

名であった。

ワークショップの最終セッションにあたる、

11月24日に行われた「モーケンの持続可能な

開発に対する参加と支援に関する討論」でだ

された提言を以下に示す。英語版では35ペー

ジから37ページに記載、タイ語版では28ペー

ジから30ページに記載されている内容である。

丸括弧内に記述している文章は、タイ語版に

書かれていない部分をあらわしている。合計

10の立場から提言がなされた。

（Ⅰ）スリン諸島国立公園当局からの提言

・ 海亀保護活動のためにモーケンを雇えるよ

うにする基金の支援を探すこと

・ 観光活動を通したモーケンへの支援を続け

ること

・ モーケン村へのツアーを組織すること

・ エコカルチュラル観光の形態としてボート

ホリデーを組織すること

・ モーケンによってつくられた手工芸品の、

22 “There should be research on the impact of tourist activities on the Moken's way of life and on the possibility of
their participation in these activities, such as guiding visitors on snorkeling or hiking trips.” [Ibid.: 29]

23 “What will be the most effective way of preventing the exploitation of the Moken and the marine environment
by middlemen?” [Ibid.: 29]
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観光客への販売を促進すること

・ モーケンの神話や言語などの重要性を認識

させるための、国立公園自然解釈プログラ

ムを発展させること

・ モーケンの最新の記録を残し、記録しつづ

けること

・ 薬物取締りに関して警察と手を組み、プロ

グラムに干渉させること

・（ごみ収集とクリーンアップをおこなうこと）

（Ⅱ）「先住民プロジェクト」進行役 [ヒンシラ

ナン他３名] からの提言

・ 新メンバーを募集し、支援を受けるために

も、諸機関へワークショップの結果を報告

すること

・ モーケンの定住地域のためのゾーニングエ

リアを確認するための学際的な調査がどこ

まで実行可能か決めること

・ モーケンの持続可能な開発のための全体計

画を立案すること

・ これまで以上に、モーケンの生活や伝統的

知恵についての出版物を奨励すること

（Ⅲ）大学、研究所 [アンダマン研究所、カセ

サート大学、チュラロンコーン大学社会調

査研究所] からの提言

・ ゾーニングシステムを設立するための学際

的な研究をすすめること

・ 観光と、観光が環境へ及ぼす影響について

研究を進めること

・ モーケンにとっての職業選択肢として、海

に関する仕事の潜在性を探ることに協力す

ること

・ 幼児ケア訓練と物質的な支援のためにユニ

セフと連絡をとること

・ （モーケンとモーケンの資源活用の評価に

関する研究を進めるために、タイ研究基金

と遺伝エンジニア生物テクノロジー国立セ

ンターからの基金を求めること）

（Ⅳ）環境政策計画事務所

・ 世界遺産サイトにデータを提供すること

（Ⅴ）漁業局からの提言

・ モーケンのための開発の選択肢を策定する

のに役立つ現存するデータを、プーケット

海洋生物学センターが利用できるように調

整すること

（Ⅵ）国立初等教育事務所からの提言

・ モーケン学習コースを活動学習形態に加

え、合体させるように調整すること

・ モーケン女性のための芸術、手工芸品訓練

を提供すること；職業訓練局がその訓練に

必要な生素材を提供する必要がある。

・ （学校での授業を通して、モーケンの子供

たちに伝統的な神話や物語を代々伝えてい

くこと）

・ マルチメディア[テレビ、ビデオなど]の助

けを借りて資源について教育すること

・ 学校で薬物防止プログラムを実行する

・（妊婦と幼児のためのコースを設けるこ

と；）モーケン文化に関する小冊子情報誌

を発行すること
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（Ⅶ）タイ国政府観光庁からの提言

・ 環境保護を推進するような観光形態を奨励

すること；そして、環境への自覚を真剣に

持ち、正しいマナーを続けること

・ モーケンの生活様式に関する情報を発信す

ること

・ 海産物の収集と、その購入に反対するキャ

ンペーンを実施すること

・ 自然、文化の土地としての良い評価を促すこと

（Ⅷ）保健省からの提言

・ 基礎的な健康ケア、特に妊婦と幼児ケアに

ついての知識をもつボランティアを派遣す

ること

・ 薬物乱用の防止のための計画を支援すること

（Ⅸ）NGOからの提言

・ モーケンたちの間での貯金グループ設立の

着手

・ コミュニティの紐帯をたかめるよう手伝う

・ モーケンのための職業開発を支援、また探

し求める

（Ⅹ）地方行政区事務所からの提言

・ スリン諸島以外の区域に暮らす海民コミュ

ニティとの情報交換と調整を行う

・ モーケンに関する適切な政策を立案

・ モーケンの芸術、手工芸品のための市場を

探すために地方コミュニティ開発事務所と

調整を行う

注目したいのは、モーケンによる発言がみ

られないということである。英語版の付録に

記載されているワークショップ参加者にも

「モーケン」が見られないことから、村や学校

に訪問したとき、また、シュノーケリングや

トレッキングをガイドさせたときや、モーケ

ンの子どもたちによる歌のショーを鑑賞した

ときにしか、モーケンはワークショップに参

加していなかったのではないかと推測される。

不思議なのは、参加者名簿に記載されてい

ないはずのタイ国政府観光庁からの発言が見

られるということである。もしかすると、ユ

ネスコからの提言がみられないので、単なる

記述ミスとも考えられる。しかし、タイ語版

でもタイ国政府観光庁からの提言と示してい

るので、参加者名簿に記述し忘れた可能性が

高い。

4.5．第３回ワークショップ参加者とその内容

第３回ワークショップ（ブリーフィング・

セッション）の参加者は以下のとおりである。

a タイ王立森林局―６名

s タイ漁業局―２名

d 環境政策計画事務所―１名

f 研究者―１名

g ユネスコ代表―１名

h 進行係―２名

合計13名と、第１回の33名、第２回の25名

と比べても、かなり少ない参加人数である。

このワークショップは、1999年３月11日にカ

セサート大学森林学部の教室をつかって行わ
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れた。９時から15分間、ユネスコからの代表

者エンジェルハート（Dr. Richard Engelhardt）

が開会の言葉を述べ、９時15分から10時まで

の45分間、「先住民プロジェクト」のリーダー

であるヒンシラナンが「ブレインストーミン

グのワークショップとスリン諸島でのワーク

ショップのまとめ」と題する発表を行った。

10時から30分間は、関連する事務所の代表

（Representatives from the relevant offices）

が「利害関係者からの支援と参加の反復と進

捗状況の報告」と題する発表をし、11時半か

ら１時間は、第２期における「先住民プロジ

ェクト」に対する意見を出しあって、ワーク

ショップは終了した。

では、第３回ワークショップで発表された、

それぞれの内容を簡単にまとめたい。まず、開

会の言葉を述べたエンジェルハートは、この

「先住民プロジェクト」が、保護地域に暮らす

先住民の「知恵ある実践（“wise practice”）」

をよく考慮にいれたプロジェクトとして、最高

のものとして位置づけられるということを繰り

返し述べた。

次に発表したプロジェクトリーダーである

ヒンシラナンは、第２回ワークショップで行

った、モーケンをガイドとしたトレッキング

やシュノーケリングといったエコツーリズム

の試みは、彼らが自らの文化や伝統を他人に

伝えようとする機会がこれまでになく、不慣

れなために成功したとはいえないが、SWOT

分析で、モーケンはフレンドリーで、誠実、

紳士的であり、海に関する技術面が長けてい

るという「強さ」を明らかにすることができ

た。「先住民プロジェクト」は、モーケンの

「弱さ」に注目するのではなく、「強さ」に焦

点をあて、彼らの「強さ」に根付く潜在的な

能力を発展させることにした。モーケンはス

リン諸島を管理していくうえで重要であり、

彼らの伝統的な海洋と環境に関する知識を、

国立公園の管理のために調査し、導入してい

く必要がある旨を述べた。

関連する事務所の代表が誰なのかというこ

とと、その発表内容の詳細については知るこ

とができないが、ヒンシラナンの発表後にだ

された意見をまとめると、スリン諸島国立公

園を管理する側の人間とモーケンとが、共存

関係になるためにはどうしたら良いのかとい

うことが話された。具体的には、国立公園を

管理する側は、収入が少ないモーケンの寡婦

に対して、技術を必要としないゴミ拾い、小

屋掃除、台所の手伝いといった仕事を提供す

ることや、観光客をシュノーケリングスポッ

トに案内するのに、公園側はモーケンを雇う

ことなどの提案がなされた。それ以外にも、

モーケンが突然の事故にあった際、手当てを

できるような緊急基金を設立することも提案

された。

５．まとめ

以上、「先住民プロジェクト」から発行され

た英語版、タイ語版の２つの報告書から、「先

住民プロジェクト」の活動を実施するにあた

って開かれた３回のワークショップ、そして、

そのワークショップの報告書から参加者とそ

の内容について分析してきた。ワークショッ
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プのほとんどの場面においてタイ語が用いら

れるなど、タイ人研究者が中心になって「先

住民プロジェクト」はすすめられており、こ

うした研究者の存在が、モーケンを取り込ん

だ開発を前提としたプロジェクトに深く関わ

っていることが分かる。

まず、目次をみてわかることは、英語版に

よる記述では、タイ語版による記述よりも

「モーケンのための開発」というプロジェクト

の目的が伝わっていることである。また、ワ

ークショップの内容についても、英語版の2年

あとに出版されたタイ語版では削除されてい

る部分が目立ち、英語版の報告書のほうが詳

しく記載されていた。このことは、ユネスコ

による資金面などの協力があるため、ユネス

コ関係者に英語版で詳しく報告する必要があ

ったと考えられる。

筆者が最も主張したい点は、「モーケンのた

めの開発」をすすめていくはずなのだが、そ

の計画段階においてモーケンを参加させてい

なかったということである。つまり、スリン

諸島に関係する利害関係者を集めて、それぞ

れの考えを集める目的があったはずの、第１

回目のワークショップ、及び第３回目のワー

クショップに参加させていなかったという事

実である。第２回目のワークショップには参

加させていると報告しているが、これも文面

通りには受けとれない。ワークショップの日

程をみると、確かに、モーケンをガイドにし

てシュノーケリングやトレッキングをさせて、

モーケンの子どもたちの歌を聞いたことが確

認できる。しかし、その最終セッションでの

モーケンの発言はみられず、話し合いの場に

参加していたのかが不明である。第３回目の

ワークショップにおいては、モーケンに先導

させて行ったシュノーケリングやトレッキング

があまりうまくいかなかったことを、プロジェ

クトリーダーであるヒンシラナンが述べた。

このことは、第１回目のワークショップで

発案された、モーケンのための持続可能な開

発案の一つに、シュノーケリングやトレッキ

ングなどのエコツーリズムがあり、そのこと

をモーケン以外の利害関係者が第２回目ワー

クショップで体験し、確認したということで

あり、モーケンによる自発的な行為ではなか

ったことが分かる。強制的ではないにせよ、

モーケンは、あらかじめ計画された、プロジ

ェクト推進側の意図する行動をさせられたと

いえる。そのことが、「モーケンのため」を考

えての取り組みであったとしても、かなり一

方的であるといえる。モーケンを参加させた

とする第２回目のワークショップにしても、

２名のモーケンしか参加していないことを確

認すれば力の不均衡を感じてしまう。その場

にどのような立場にいるモーケンが参加し、

使用言語は何を使ったのかなども重要になっ

てくるはずなのだが、そのことに関する情報

は載せられていない24。「モーケンのため」と

記述しながらも、そのワークショップやその

報告書で想定している相手はモーケンではな

く、モーケンを対象とした開発をすすめる側

の人間であり、モーケンについて語る側の人

間でしかないのである。

観光開発を批判したいのではない。観光開
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発をすすめる側に優位性が働いていることを

指摘したいのである。「自然だけでなく先住民

文化を保全しようとする観光開発をすすめる

ことは素晴らしい」というところで思考をや

めてはいけない。それ以前に、先住民の文化

を保護しなくてはいけなくなってしまった歴

史的過程を学ぶべきである。

今後、これまで以上に多くのアクターが絡

まり、地球上の各地域で環境／文化保全を目

指す観光開発が推進されていくであろうが、

我われは対象とされている側の諸背景を知ろ

うとする努力が必要になってくるであろう。

そのために重要なことは、利害関係者となる

諸アクターそれぞれが求めているものは何か

を知り、そのためにどうすれば良いのかを、

開発される側の人間の立場から考えることで

ある。つまり、「多」主体の内の「一」主体と

して参加させられたにもかかわらず客体化さ

れ、声を奪われた人々、先住民文化の保全活

動に巻き込まれて初めて自らを先住民として、

またその文化の消滅を意識させられた人々、

観光を知らなくても生きていくことが出来た

人々、そうした立場から発せられる意見に耳

を傾けることである。観光振興や観光交流の

発展が、先住民などの地域コミュニティとの

関わりぬきではありえない以上、多主体参加

の内実を批判的に問う姿勢が重要である。

24  2005年３月に行った、プロジェクト関係者及びモーケン参加者との聞き取り調査によると、この際用いられた言語
はモーケン語ではなく、タイ語であったとのことである。
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Ⅰ　研究の背景と目的

ヴァージン・ギャラクティック社やスペー

ス・アドヴェンチャーズ社が宇宙旅行を商品

として販売し始めている。前者はクラブツー

リズム社と提携しており、25分間の弾道宇宙

飛行と４～５分の無重力体験を含む３時間程

度の飛行時間で20万ドル（約2,200万円）、後者

は月の裏側を回って地球にもどる約６日間の

旅で、事前の訓練費も含めて１億ドル（約110

億円）と価格はかなり高いがJTBと提携して

おり、今や観光の対象地域が宇宙になる時代

である。宇宙飛行士として地球の軌道を回っ

た者の中には、一種の啓示を受けたように感

じた、と述べる者もあるくらいだから、宇宙

が宗教・芸術の観点からイマジネーションを

かきたてる新たな観光資源となる可能性もあ

ろう。

日本でも以前から日本ロケット協会が有人

宇宙飛行プロジェクトを計画しており、それ

が現在、日本航空協会の航空宇宙輸送研究会

に引き継がれている。50人乗りの単段式軌道

観光船で、パイロット２名の他に客室乗務員

も２名搭乗する予定である。

スペース・アドヴェンチャーズ社によれば、

宇宙観光旅行市場は今後、数十億ドルの規模

に成長すると見込まれており、観光産業の中

で、運輸業と旅行業が幅の広がりを見せるこ

とになる。宿泊業の広がりは少し遅れること

になるであろうが、国際宇宙ステーションに

１週間滞在するツアーもあるので、そのきざ

しは少しはあるかもしれない。

さて、日本の軌道観光船は「観光丸」と命

名（「宇宙丸」の発展型であるとの説明がある）

されているのであるが、それは『地球や星の

光を観る』という趣旨で命名されただけでな

く、『文明開化の先駆けとなった』幕末の「観

光丸」に因んだものであるという。この「観

光丸」はオランダ国王から贈られたわが国初

の蒸気船であり、長崎海軍伝習所で練習艦と

して用いられたものである。ところで従来か

ら「観光丸」の命名者について研究したもの

はなく、また「観光」と名づけられた理由に

ついても、易経の「観国之光」から取ったも

のである、と簡単に説明されてきたが、その

説明の根拠についての先行研究もまったくな

かったと言ってよい。

本研究は前半部分のⅡでは、江戸時代のも

のも含めた各種の資料から「観光丸」の命名

観光学における「観光」の歴史的用例について
―「観光丸」から「観光」を見直す―

上田　卓爾

二　席
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者と命名の出典を解明しようとするものであ

る。次に、観光に関する著作物の中には、こ

の「観光丸」の用例が日本で最初だとする説

もあるので、Ⅲでその当否の検証のため、一

般的用例と観光学における歴史的用例を用い

て、日本における「観光」の用例の検証と評

価を行う。さらにⅣでは新たな用例の発見と

その手法について考察を行い、Ⅴでは従来の

用例を取捨選択した上で新たに判明した用例

を加えて新しい用例を提言するものである。

なお、文献の引用部分については、旧漢字・

旧かなづかいのものはそのままとした。

Ⅱ「観光丸」と「観光」についての考察

１．長崎海軍伝習所と「観光丸」

①長崎海軍伝習所の開設

嘉永６年（1853年）ペリーが浦賀に来航し、

翌年オランダが海軍創立を勧めたことにより

江戸幕府は安政２年（1855年）長崎に海軍伝

習所を設立した。「帝国海軍教育史」によれば、

それに至る事情は次のとおり１である。

「嘉永七年和蘭國政府ハ使節ドンクルキユ

ルシユス２ヲ我カ國ニ派遣シ海外ノ形勢ヲ説キ

テ海軍ヲ創設センコトヲ勸メ３且當時我カ國ニ

來着セシ和蘭國軍艦『ヘデー』艦長グファビ

ユス亦幕府ニ建白スルニ海軍練習ノ急務ナル

ヲ以テシタルカ為大ニ海軍興立ノ幕議ヲ促進

シ遂ニ歐式ニ準據シテ海軍ヲ創立スルノ議定

マリ我海軍ノ基礎漸ク確立スルニ至レリ。

是ヨリ先キ軍艦製造ノ風大ニ起ルヤ幕府和蘭

ニ蒸汽船ヲ求ムル最モ切ナルモノアリシヲ以

テ安政二年和蘭國政府ハ汽船『スームビング』

號（我之ヲ軍艦觀光丸ト命ス）ヲ幕府ニ贈リ

且海軍傳習トシテ其ノ諸兵學ヲ教授スル為其

ノ乗組士官下士官機關方等二十二名ヲ残留シ

又海軍兵學校ヲ創設シテ海軍生徒ヲ教育スヘ

キコトヲ慫慂セリ是ニ於テ幕府ハ安政二年七

月長崎ニ海軍傳習所ヲ設ケ西役所ヲ以テ其ノ

教場ニ充テ命ヲ旗下ノ士數十名ニ下シテ海軍

傳習ノ業ヲ受ケシメ諸藩亦各々其ノ藩士ヲ派

遣シテ之ヲ學ハシメタリ是レヲ我カ海軍士官

教育ノ濫觴トナス。」

②長崎に開設した理由について

ほぼ上記の帝国海軍教育史に述べられてい

ることが定説となっている。文倉徳次郎は浦

賀であれば江戸に近くて便利で、かつ伝習経

費も軽くて済むと論ずる者もあったけれども

老中等は長崎を伝習の地と定めたとしている

が４、長崎に決定した理由について興味深い資

料がある。初代伝習所諸取締、永井玄蕃頭の

つてをたどって安政４年（1857）海軍伝習生５

となり、ポンペに医学を学んだ松本順６はその

自伝で次のように述べている。

「永井玄蕃頭は、かつて長崎に赴任し、そ

１　「帝国海軍教育史」４ページ
２　J. H. Donker Curtius。 当時長崎オランダ商館長で、使節ではない。
３　温恭院殿御實紀　嘉永七年七月六日の項
４　文倉20ページ
５　藤井26ページ　表３によれば第三期生
６　初代陸軍軍医総監、大磯海水浴場の創設者
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の貿易寮に多くの蓄積金あるを知りたれば、

幕府に建白して曰く、わが邦は四面環海の国

にして海軍の設けなし。一朝事あるに当たっ

て何を以て外国の侮りを禦がんや。今にして

宜しく海軍教師を外国に聘し、幕下の子弟を

して海軍の事を学ばしむべし。その費用の如

きは長崎貿易寮貯うところの金を以てこれに

充つれば可なりと、云々。」７

目付になってすぐに海防掛に任ぜられ、続

いて品川台場並びに大砲鋳造及び大船製造事

務取扱となり、長崎に派遣されると間もなく

異国船取扱方を命ぜられ８、任期満了後に引き

続き長崎在住の伝習諸取締を命じられたこと９

からも、伝習所設立には関係職務に通じて長

崎の事情にも詳しい永井の意見が大幅に取り

入れられたことであろう。永井は造船所や製

鉄所の建設ばかりでなく、軍艦「開陽」の建

造・受領に関して留学生をオランダに派遣す

ることも建言している10。これは単に永井に先

見の明があっただけでなく、松本の述べるよ

うに長崎に剰余金があったことを熟知してい

たと考えるべきかもしれない。

２．「観光丸」の命名者について

①「観光丸」の命名者を永井玄蕃頭とする説の検証

この説を唱えているものは少なく、永井尚

志が命名したと書いたもの11、それを引用した

もの12、永井玄蕃頭としているもの13などであ

るが、出典が示されていなかったり、出典を

示しているもの14でも、明確な根拠が示されて

いない。たとえば、永井尚志の手記15には「之

を名づけて観光丸という」とした箇所がある

が、これをもって永井が命名した根拠とする

のはいささか問題がある。また、参考文献と

する「舊幕府」の中にも『君は、崎陽に留り

其事を統督す、蘭王より贈りし蒸気船スーム

ビングを觀光丸と改稱す』の記述があるが16、

これを根拠とするならば、『君は』、を『改稱

す』の主語と誤読したものであると言わざる

をえない。他の資料は概ね『乃チ和蘭國王ハ

此「スームビング」（五年前其ノ本國ニテ製造

セル軍艦）ヲ我國ニ贈リ益々我カ海事思想ヲ

啓發セントセリ此軍艦ハ長二十九間幅五間深

四間備砲六門蒸汽外車百五十馬力ノモノニシ

テ幕府ハ之ヲ觀光丸ト名ケタリ』17のようにす

べて江戸幕府が命名した、との記述にとどめ

ている。

②本当の命名者を推定する

少し時代が下がるが、明治以降の海軍艦船

の命名について書かれた「日本海軍艦船命名

７　蘭疇自伝７～８ページ
８　温恭院殿御實紀　嘉永六年十一月七日、同七年一月十七日、同三月二十四日、同四月五日
９　文倉23ページ　安政二年七月二十九日
10 帝国海軍機関史（上）237ページ
11 沢木泰昭「観光はステータス、人気ブランドに」観光文化18ページ。但し、永井を目付でなく長崎奉行と誤記。
12 溝尾７ページ
13 磯崎弘毅「観光丸のご先祖様」（http://www.isas.ac.jp/docs/ISASnews/No.208）
14 城殿44ページ
15 城殿169ページ
16 舊幕府２ページ
17 帝国海軍教育史　19ページ
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考」では、水雷艇を除くすべての艦船につい

て、海軍大臣が天皇に上奏する形をとること

が記されている18。江戸時代にこのような規定

があったかどうかは知られていないが、命名

についての実態を示す資料がある。

「船舶ノ事ニツキ徳川齊昭ト阿部正弘トノ

往復書翰」19 がそれである。

（ア）徳川（水戸）齊昭ノ書。

嘉永六年六月二十三日　

『（上略）船名之儀ニ付過日申進候處尚又御懸

リモ御座候故如別紙申進候也

六月念三　　　　　　　水　隠　士

堀　田　殿

阿　部　殿

穏當ノ佳名ハ追々御取用ニ相成差當リ是ト

心附候佳名モ考付不申長風丸ナド可然ト存候

故先ツ相認申候處尚御相談申候外ニ佳名心附

モ御座候ハバ御申聞ニ致度候』

（大意：さしあたり、これといった佳い名も

考え付かず、「長風丸」などよかろうか、

と考えたのでここに書きとめ御相談いたし

ます。他にも佳い名のアイデアがあります

ので申し上げたいと思います。）

（イ） 正弘ノ書　　　　　安政三年七月

『（上略）御引請ニテ御製造之大船報國丸ト相

唱候儀差支之筋ハ無之候得共公儀之御船ニ付

諸家始之聞取方ニヨリ候テハ不都合ニモ可有

之候間一向ニ別段穏當之佳名御考モ有之候ハ

バ今一二名御撰有之候様仕度候

七月　　　　　　　阿　部　伊　勢　守

（大意：そちらでご製造の大船に報國丸と名

づけられるのは差し支えありませんが、幕

府の船でありますから聞取り様によっては

不都合とも考えられるので、他に穏当な佳

い名のお考えがあれば、もう一つ二つお選

びくださいますよう）

『（上略）陳ハ御船名之儀ハ過日申上候ニ付御

承知不被爲在以前被仰下候趣縷々蒙仰拜承仕

候旭日丸ト被仰出大ニ安心仕候（下略）

七月二十日　　　　阿　部　伊　勢　守

（大意：さて、旭日丸とご命名されたとのこ

とで大いに安心いたしております）

この往復文書からもわかるように、御三家

からの大船献上に際しても命名にこれほどの

手間をかけているところから見て、永井が長

崎奉行とほぼ同格20の千石取りの目付で伝習所

諸取締であるとはいえ、オランダ国王からの

献上の形をとった日本初の蒸気船、かつ軍艦

に対して命名ができる立場にあったとは思わ

れない。やはり、上記旭日丸のケースと同様、

当時老中筆頭であった阿部正弘か後任の堀田

正睦とみるのが妥当だと思われる。

さらに旭日丸の艫に齊昭が揮毫した篆額を

掲げた21点から考えても永井ではやや格が下の

感は否めない。

献上の月日についてはオランダ国王からの

18 浅井　緒言２ページ
19 「阿部正弘事蹟　二」594～595ページ
20 竹内144・154・155ページ
21 匏菴十種「栗本鋤雲集」351ページ
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献上についての続徳川実記の記述が欠落22して

いるため、明らかではないが、他の資料23から

判断して安政２年（1855）８月25日と見てよ

いであろう。そして「觀光丸」と命名された

のは翌年の４月24と推定される。

３．「観光丸」の「観光」の出典について

①「観光」の出典が易経であるとする説の検証

「観光丸」の「観光」の出典について言及

したものはすべて、易経「観」にある「観国

之光」をあげている25が、「観国之光」がなぜ

「観光」になったのかの理由については言及し

ていない。僅かに井上萬壽蔵が「観国之光」

からの派生語として「観光」と「観国」が同

旨であることについて言及したものがあるだ

けである26。

「咸臨丸」のように易経の「臨」の爻辞に

４箇所も「咸臨」という語が現れているなら

ばそのまま用いたとすることは可能であろう。

ところが、「観光」は易経の「観」の卦辞にも

爻辞にも存在していないのである。であれば、

『観光とは易経から抜き出したもので、幕末に

日本で作り出された』27、とする説は根拠が薄

いと言わざるを得ない。

②易経の「観」の内容について

「観光丸」の他にも多くの著作物で「観光」

の出典が易経に由来する、と述べられている

が、ほとんどが「易経に云々」としているの

みにとどまる。国語辞典の中では「観光」の

用例が最も多い日本国語大辞典（小学館）で

さえも「易経―観卦に」との記述があるだけ

で、落合直文の「言泉」（大倉書店）のように

観の「六四」・象伝に記載があることを示し

ているものは少ない。

まず、易の説明には卦辞と爻辞の二つがあ

るということを知らねばならない。「観国之光」

だけが「観」の説明のすべてではないのであ

る。「易経」の注釈書によって説明する。

観の卦（か）は�であるが、六つの部分を構

成する�・�、これらが爻（こう）である。

�は陽であり�は陰である。また奇数の代表

に九を、偶数の代表に六をえらび、�を九と

呼び、�を六とも呼ぶ。観�では、下から初

六（しょりく）�、六二（りくじ）�、六三

（りくさん）�、六四（りくし）�、九五（き

うご）�、上九（じやうきう）�と呼ぶ。

この卦の全体の内容を説く（つまり占いの

判断である）卦辞もしくは彖（たん）辞は

「觀、盥而不薦、有孚　若。」（訓読）觀は、

盥（てあらひ）て薦（すすめ）ず、孚（まこ

と）有り　若（ぎょうじゃく）たり。

（通釈）〔祭祀のときにはまず手を洗い清め

て鬱鬯（うつちょう）という香草を入れて作

った酒を地に注いで神をお迎えし、それから

犠牲の肉のお供え物を神に進め献じるのであ

るが、〕手を洗い清めて、まだお供え物を進め

22 温恭院殿御實紀　安政二年四月三十日～安政三年正月一日の項
23 「明治天皇紀」第一102ページ　、「増補長崎略史」343ページ
24 増補長崎略史　343ページ、佐賀藩海軍史　98ページ
25 文倉31ページ、浅井３ページ
26 井上「観光教室」64～65ページ
27 岡田141ページ
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ない、これからお祭りの諸行事が行われよう

とする瞬間がいちばん純一の真心が内に充実

していて、厳粛荘敬である。（以上は、祭祀の

事に象をとったのであるが、観の九五の徳を

述べているのである。観の九五は位正しく、

中を得て、いわゆる中正の徳ある天子で、祭

祀において至誠が内に充実し威儀厳粛である

ことに例をとる。ゆえに万民はこの天子を仰

ぎ見てこれに心服する。ここに卦名の観の意

がある。）28

爻辞はその卦の中のそれぞれの爻、すなわ

ち�あるいは�にかかる文句で、その判断の

中の微妙なシチュエーションを示すものであ

る29。観�では、下から初六�、六二�、六三

�、六四�、九五�、上九�と呼ぶことは先

に述べたが、原則的に五が君の位、四は近臣

の位、三はそれほど君に近くはないが高い位、

二は位こそ高くないが、君と意気投合する可

能性を含む。初はまだ世に出ない人、上は引

退した人を示す。

観の六四の爻辞が、広く引用されている

「觀國之光。利用賓于王。」である。（訓読）國

の光を觀る。用（もっ）て王（わう）に賓

（ひん）たるに利（よろ）し。

（通釈）〔六四は大臣の位で九五の王者にいち

ばん接近している。九五は剛健中正の徳ある

王者である。〕六四は、王者の徳の反映である

政治教化・礼楽刑政の美を見て、明らかに王

者の盛徳光輝に触れることができる。されば、

六四は九五の王者に仕えて王を補佐し、その

道を天下に行うがよろしい30。

また、「賓于王、とは天子に仕えること。い

にしえは、賢徳の人があれば、人君は賓客の

礼をもってこれに接した。ゆえに、士の王朝

に仕官することを賓という。王は九五を指す。

六四は九五と陰陽相比し、四は五を承けてい

る。」30

さらに「君の光を観るといわずに、国の光

を観るというのは、一国の風俗の美を観るこ

とで、その君の徳は最もよく察知できるから

である。」（程頤、伊川易伝）31 という。

「象伝」に「觀國之光。尚賓也。」（訓読）

國の光を觀るとは、賓たらんことを尚（こひ

ねが）ふなり。

（通釈）国の光を観るとあるのは〔国の光

が隅々まで照らし輝いているのを見て〕六四

は九五の天子に仕えて、その道を天下に行い

たいと心に願い求めることをいうのである32。

これが「易経」における「観」の六四爻辞

「観国之光」の説明である。注釈書により、若

干の差はあるが、この内容を共通認識として

おく必要があると思われる。

③江戸時代の用例に基づく「観光丸」命名

の出典の検証

さて、このように「観国之光」が「観」の

六四の爻辞にあることはわかったが、これか

28 鈴木339ページ
29 本田７ページ
30 鈴木346ページ
31 本田164～165ページ
32 鈴木347ページ
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ら「観光」がどのように導き出されるのか。

さきに、「観光」と「観国」の二つがあること

を指摘したが、これはどちらも頼山陽の詩の

一節33に見られるものである。さらに日本国語

大辞典の第二版で新たに追加された「観光」

の用例に福沢諭吉の「西洋事情」があるが、

ともに江戸時代を生きた頼山陽と福沢諭吉の

両者の語彙に影響を及ぼした共通なものがあ

るとすれば、それは彼らが学んだはずの四書

五経ではなかろうか。

ところで福沢は「福翁自伝」の中で若い頃

の勉強について述べているが、その中に『殊

に私は左伝が得意で大概の書生は左伝十五巻

の内三、四巻でしまうのを私は全部通読、お

よそ十一度び読み返して、面白いところは暗

記していた』34というくだりがある。

江戸中期以降「左國史漢」といって、叙事

体古文を左伝（春秋左氏伝）から学び始める

という漢学界の習慣があったと言う35。頼も福

沢も当然、春秋左氏伝を学んでいたことであ

ろう。次に、福沢が得意とした春秋左氏伝の

中に「観光」という語があるのであれば、頼

と福沢の「観光」が春秋左氏伝に由来すると

いう可能性があると思われる。

ただ、その確認のためには、現代の注釈の

付された「春秋左氏伝」でなく江戸時代に用

いられた「春秋左氏傳」によらねばならない。

そこで、静岡県立中央図書館蔵の、秦鼎　校

本「春秋左氏傳」36を参照すると、その荘公二

十二年の項に「観」の六四爻辞、『觀國之光、

利用賓于王』が引用されており、その欄外の

注釈に『或云観光観天子之耿光（かうくわう）

也』（或は言う、観光は天子の耿光（さかんな

徳）を観ることなり）とある。これによって

江戸時代に「観光」という語が存在していた

こと、さらに藩校・私塾などで教えられてお

り、語彙としては普通のものであった可能性

が確かめられたことになる。とすれば、従来

の「観光」が「易経」からの造語であるとす

る説よりは、「春秋左氏伝」の中の『観国之光、

利用賓于王』の注釈によって「観光」という

言葉が生れて広まったとする方がより実態に

即してはいないだろうか。こうしてみると、

「観光丸」命名の出典は「春秋左氏伝」とした

方が可能性が高いと思われる。後述（Ⅳ－３）

のように夏目漱石も「観光」を用いているが、

やはり「春秋左氏伝」の影響を受けていると

考えられる。

また、「観」をしめす、仰ぎ見るの二通りの

解釈があるとし、「観光丸」の命名についても

「国の光をしめす」、意味での命名と解釈した

ものもあるが、「春秋左氏伝」を出典と考えれ

ば、この船を足がかりに他国の光を見ようと

する強い意志のあらわれから命名したという

べきであろう。

33 「丁巳東遊　六首」 菅茶山・頼山陽詩集151～152ページ　
34 「新訂福翁自伝」15～16ページ
35 長澤規矩也「左氏會箋解題」（冨山房「漢文大系」第十巻）８ページ
36 群玉堂刊　文化８年（1811）
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Ⅲ　日本における「観光」の用例とその評価

ところで、「観光丸」が日本における最初の

用例だとする説がある。ここでは、その説の

当否を論ずるため、一般的な用例と観光学に

おける歴史的用例を検証して評価を加える。

１．一般的な「観光」の用例とその評価

一般的に、ある言葉の意味・用例を調べる

のに用いるのは国語辞典であり、語源・中国

における用例を調べるのに用いるのは漢和辞

典であると思われるので、それぞれ代表的な

ものを取り上げ、必要と思われるものはそれ

ぞれの用例について評価を付すことにした。

①国語辞典：

新村出　編「広辞苑」岩波書店（1998 ５

版）には『他の土地を視察すること。またそ

の風光などを見物すること、観風』。とあるだ

けで用例はまったくない。

松村明　編「大辞林」三省堂（1990 初版）

ではやや詳しく¡『他国、他郷を訪れ、景色・

風物などを見て歩くこと』とし、™『「観光繻

子」の略、たて糸に絹、よこ糸を綿で織った

繻子。明治の初め頃、栃木県相生のものを、

東京浅草の観光社で販売したのでこの名があ

る』：後述（Ⅲ－２－②－£）のように下線

部は全部誤りである。

「日本国語大辞典」第二版（小学館）が最

も詳しく用例を載せている。また、初版と異

４．その他「観光丸」に関する諸事項について

①「観光丸」の旧名「スームビング」

（Soembing）について

同船はオランダ海軍東インド艦隊に所属し

ていたものであるが、慣例としてインドネシ

アの山の名前を船名にすることがあったとい

う37。また石井研堂は「スームビングは、蘭國

一火山の名を取りしものといふ、當時蒸汽船

の発明後日尚浅く、蒸汽船は欧州に於ても大

に珍重せられ、其名稱には、多く火山の名を

取れりといふ。」38としているが、実際にはオ

ランダに火山はないのであるから、ジャワ島

の火山スンビン（Gunung Sumbing、3,371m）

の名を取ったものであろう。また、スームビ

ングの起工に引き続いて着工した姉妹艦のシ

ンドロ号もジャワ島にある火山の名前だとさ

れている39。さらに、「スームビング」ととも

に長崎に入港し、短期間ながら海軍伝習生た

ちを鍛えた「ヘデー」もしくは「ゲデー」

（ G e d e h ） も ジ ャ ワ 島 の 火 山 、 ゲ デ ー

（Gunung Gede、2,958m）の名をとったもの

と考えられる。

②「観光丸」のその後

「明治元年（1867）四月徳川幕府ヨリ朝廷

ニ納ム。但シ當時既ニ老朽用ヲ為サズ後チ石

川島ニ繋留シ明治九年（1876）三月解体除籍」

40となっている。

37 橋本寿一「観光丸の生涯について」 「観光丸」89ページ
38 石井　796～797ページ
39 橋本「観光丸」89ページ、Gunung Sundoro、3,135ｍであろう。
40 浅井　４ページ
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なり、OEDのように年次を掲載している。

¡『他国、他郷の景色、史跡、風物などを遊覧

すること。観風』。としている。用例は次の通

りである。

＊翰林葫蘆集（1518頃）九・興宗明教禅師

行状『希宗曰某久欲観光於中華』：作者の

景徐周麟の名前がない。また1518年は景徐

周麟の没年で、瑞渓周鳳の没後に興宗明教

禅師の追号が行われたのは文明14年（1482）

であるので成立はこの頃とすべき41。

＊活所遺稿（1666）一五夜『二年聴雨武江

月、今夕観光洛水秋』：作者は那波活所

（道円）、これに続いて苦楽自随天地異、此

時更覚此生浮とあるが、十五夜の月の光を

観る、ということであるので、観光の用例

としては適切とは思われない42。

＊西洋事情ａ（1866-70）〈福沢諭吉〉ｂ

初・一『ｃ我欧羅巴の旅行と雖ども僅か期

年を踰へざれば固より一時の観光ｄのみに

して詳に彼国の事情を探索するに暇あら

ず』：第二版の新たな採録であるが、ａ小

引の末尾に慶応二年と書かれているので

1866年でよい。ｂ初編巻之一。ｃ吾の誤り。

ｄのみにての誤り。（福沢とWTOの定義は

よく似ている。）

＊東京日日新聞-明治四一年（1908）一月一

六日『南投庁下万大社蕃人を招きて同じく

観光せしめ』：これも第二版で新たに採録

されたもの。「臺灣中央山脈横断」という記

事中の文であるが、この前文『奥蕃バトラ

ン社蕃人の臺北觀光に出でたるを幸ひ』の

方がより適切であると思われる。

＊サラマンカの手帖から（1972）〈辻邦生〉

三『サラマンカはいまじゃ観光ルートから

はずれているんだ』

＊耶律楚材-和李世栄韻詩『黎民歓仰徳、万

国喜観光』：耶律楚材の生没は（1190～

1224）であるので13世紀初めとでもしない

と、せっかく第二版で年次を入れた意味が

ない。また、「湛然居士集」巻一に収録され

ている43ので、翰林葫蘆集の表記法と揃える

べき。

™『かんこうじゅす（観光繻子）の略』。として

＊われから（1896）〈樋口一葉〉四『半天の

襟の観光が糸ばかりに成しを』

②漢和辞典：多くの種類こそあるが、「観光」

の説明としてはほとんど国語辞典と差がな

い。易経『観国之光』以外の用例があるも

のは「大漢和辞典」大修館（1959）と「漢

和中辞典」角川書店（1959）のみである。

「字通」平凡社（1996）には「観光」の項目

がない。最も用例の多いのが「大漢和辞典」

であるが、次のとおりとなっている。

＊〔曹植、七啓〕『是以俊　來仕、觀國之光』

（是を以て俊�（しゅんがい）は來り仕へ、

國の光を觀る）

＊〔耶律楚材、和李世栄韻詩〕『黎民歓仰徳、

萬國喜観光』（黎民歓びて徳を仰ぎ、萬國喜

41 上田　日本観光学会誌第44号　90ページ
42 上田　日本観光学会誌第44号　90ページでは用例に適とするが、誤りである。
43 上田　日本観光学会誌第45号　85ページ
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びて光を觀る）があり、関連項目としては、

＊「觀光稿」、書名。一巻。元、陣孚撰。交

州稿一巻・玉堂稿一巻・附録一巻を附す。

紀行の詩を集め、土風を描いてあり、考証

の資とするに足る。（四庫提要、集、別集

類）：撰者名は陣孚でなく陳孚である44。

＊「觀光山人」、宋、羅　の号。

以上が一般的な「観光」の用例であるが、

「観光丸」よりも少なくとも340年以前に「観

光」の用例があることがわかる。宋高僧伝の

影響を受けたものと考えられる45が、これによ

り「観光丸」が日本における最初の用例だと

する説は誤りであるとせざるを得ない。

２．観光学における「観光」の用例とその評価

「観光学」においては、上記の一般的な用

例を踏まえた上で、更に詳細な用例の紹介を

することが望ましいが、ほとんどのものが、

井上萬壽蔵の「観光教室」（1957）の用例の域

を超えていない。

①「『観光』の歴史的用例」の検証とその評価

用例の量が比較的多く、読みやすい一覧表

になっているのが小谷達男の「観光事業論」

に掲載された「『観光』の歴史的用例」46 であ

る。これについて用例の検証を行うものとす

る。次表は太字枠内が小谷の原表で、それに

番号を付け、評価を付したものである。

44 上田　日本観光学会誌第45号　83ページ
45 上田　日本観光学会誌第45号　86ページ
46 小谷14ページ。前田16ページも同じものを掲載。

¡

™

£

¢

∞

§

¶

•

使用された年代

安政２年（1855）

元治元年（1864）

明治15年（1882）

明治半ば

明治26年（1893）

大正７年（1918）

大正半ば

昭和５年（1930）

用　　例

観光丸

観光館

観光社

観光外人

観光の便に…

日本国際観光局

母国観光団

国際観光局

備　　考

オランダ国王から徳川幕府に贈

られた木造蒸気船

佐野藩主（現・栃木県）・堀田

氏の建立した藩校

佐田介石氏による国産奨励を目

的とした団体で、観光繻子、観

光縮緬、観光傘などを発売した

Touristの訳語として観光外人・

漫遊外人を当てる

貴賓会の設立目的に記載

ＪＴＢの北京案内所

ブラジル移民の母国訪問団を新

聞で報道

鉄道省に設置（国による「観光」

の公式採用）

評　　価

×

△

×

×

×

△

×

×
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②評価の理由について

¡：×。この項目の内容だけを見れば、スー

ムビング号から「観光丸」への改称は安政３

年とすべきであるという程度の訂正でよいの

であるが、井上の「観光教室」をもとにして

いると記していながら、「観光丸」をわが国の

歴史の中で「観光」が表われた最初であると

説明しており47、頼山陽の『観光、識るに足る

帝王の尊』48を掲載しておらず、不備である。

上記（Ⅲ－１）で示したように、翰林葫蘆集

にも「観光」の用例があり、「観光丸」がわが

国の歴史の中で「観光」が表われた最初であ

るとは認められない。

™：△。用例名・備考が不完全である。これ

は井上も同じ。正式には觀光館擇善堂。堀田

氏は正頌（まさつぐ）。「建立」は寺院・堂塔

などを建てるときに用いるもので不適当。

£：×。井上も『明治15年ごろ、もと僧で経

世家とされた佐田介石という人が、ａ国産奨

励の目的で起こした団体は観光社と名づけら

れた。ｃそのころ中国産の繻子に対抗して作

られた絹綿まぜおりのものを観光繻子と呼び、

そのほか観光縮緬とか観光傘などというもの

もあり、ｂいずれも観光社から売り出された。』49

としているが、次に述べる通り、下線部はす

べて誤りである。

a：国産奨励の目的ではなく、舶来品排斥の

目的である。

佐田介石（1818～1882）は浄土真宗の僧侶。

熊本市小島の正泉寺住職。ランプ亡国論など

で舶来品排斥を主張し、各地に支部（これを

社という）を設立した。明治14年12月20日、

「栽培経済問答新誌」を創刊。その中で「巳ニ

コノ新誌発行ニ先駆シテ、三府諸県ニ於テ舶

来品防制ノ社ヲ立ツルコト左ノ如シ。先ツ長

野県ノ社名ヲ憂国ト号（なづ）ク。大坂府下

ノ社名ヲ保国ト号ク。東京府下ノ社名ヲ觀光

ト号ク。」50と説明している。

ｂ：観光社は物品販売を行わなかった。

栽培経済問答新誌の表２部分に「国益品広

告」、「国益を興す広告」を掲載しているが、

観光繻子・観光縮緬とも掲載されておらず、

創刊号から最終40号の中では観光の名を冠し

たものは觀光燈が第17号に初出、他には觀光

傘、觀光団子、觀光油、大日本皇国觀光社の

みであり、これらを販売する場所は「売弘元

方」あるいは「売捌所」もしくは商店名を記

すのみで、この栽培経済問答新誌ですら「諸

府県大売捌所」で販売している51。

c：明治15年に観光繻子が製造されたわけで

はない。

「観光繻子」は経糸に絹、緯糸に綿を用い

たもので明治10年（一説に明治12年）、桐生の

後藤定吉の創製にかかるものである52。但し、

生産量はごく少量であった。続いて成愛社

（明治14年１月創立）で大規模に生産を始めた。

47 小谷13ページ
48 井上「観光教室」64ページ 、頼山陽18歳の作という。
49 井上「観光教室」65ページ
50 上田　日本観光学会誌第44号　91ページ、佐田7号4ページ
51 上田　日本観光学会誌第44号　91～92ページ
52 桐生織物史　下巻　桐生織物史略年表11ページ
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これを東京市浅草の呉服商、小川屋に出荷し、

何か名称をと同店の鳥野友八に相談したとこ

ろ、同氏が「観光繻子」がよかろうと言い、

命名されたものである53。

また、現在流布している「浅草の観光社が

売り出した」という誤った説の根源は大日本

国語辞典であると考えられる54が、この大日本

国語辞典が参考にしたと思われる資料は明治41

年～大正３年にかけて発行された日本百科大

辞典（三省堂）であって、「觀光繻子」の項に、

『明治十二年の頃、外國の製品に摸して製造せ

しを嚆矢とす。當時買継商のこれを取扱ふ者

なかりしかば、桐生の製造家が東京浅草に在

りし觀光社にその賣捌方を依頼したり。是に

於て同社は觀光といふ名稱を其綿繻子に附し

て販賣せり。爾来絹綿交織に觀光なる名稱を

附するに至りしなり。』55と説明されている。

¢：×。明確な年次と用例がない限り、歴史

的な用例として掲載すべきでない。井上が

『さて日本には明治の半ばごろ、すでにツーリ

ストという言葉が知られ』56と述べていること

を取り上げているのであるが、Touristという

言葉はすでに文久２年（1862）に発行された

「英和対訳袖珍辞書」に採録されており、「旅

行スル人」57と訳されている。

∞：×。貴賓会ではなく、喜賓会である。ま

た「観光の便に」は「観光の便利」の誤り。

命名の由来は詩経、小雅、 弓（とうきゅう）、

『我有嘉賓、中心喜之』58による。

§：△。JTBでは不明確。この当時はジャパ

ン・ツーリスト・ビューローである。

¶：×。「半ば」では用例として不適。ブラジ

ルとするのはまったくの誤り。井上は母国観

光団については『アメリカ合衆国』、と明記し

ている59。大正7、8年（1918、1919）に来訪し

たのは米国西海岸からの二世であり、母国観

光に名を借りて花嫁募集に来たものである60。

第一回のブラジル移民が渡航したのが明治41

年（1908）であるのに、僅か10年後に母国観

光団で帰って来ることは常識的にあり得ない。

•：×。大正８年（1919）３月12日発行の、

官報号外「第41回帝国議会衆議院議事速記録

第二十二号」に小西和（かなう）提出の「外

客ノ招致及待遇ニ關スル建議案」および「名

勝舊跡其ノ他著シキ事歴アル樹石竝特殊ノ植

物保存及利用ニ關スル建議案」が掲載されて

いるが、前者に『殊ニ帝國ハ世界ノ樂園トシ

テ向後觀光外客ノ蝟集ヲ見ルヤ必セリ』、後者

に『永久ニ亙リテ内外人士ノ遊覧、觀光ノ目

的物ト爲リ』61とある。国による正式採用とは

組織名に冠することのみを指すのではない。

政府が発行する文書に記載されることも採用

53 「桐生の今昔」258ページ
54 上田　日本観光学会誌第44号　92ページ
55 「日本百科大辞典」三巻933ページ
56 井上「観光教室」66ページ
57 堀836ページ
58 「渋沢栄一伝記資料」第36巻５ページ
59 井上「觀光讀本」13ページ
60 「新聞集成大正編年史」７年度版、下858ページ、８年度版、下657～658ページ
61 「帝國議会衆議院議事速記録35」354～355ページ
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となるのである。

③用例における誤りの分析について

以上のように評価とその理由を述べたが、

誤りの原因が井上の「観光教室」にあるなど

としてはならない。なぜなら、井上は『これ

は学術論文でもなければ、たんなる資料でも

ない。一般の読書人の肩のこらない読みもの

であり、できれば高校生の副読本としても役

立ってほしい。（中略）もともと啓発の書であ

って、研究家のための参考書ではない（後略）』

62と述べているからである。参考文献がほとん

ど示されていないのはそのためである。従っ

て、これを引用するのであれば、内容につい

ての詳しい検証を欠かすことはできない。例

えば『頼山陽の詩に』とあるならば、頼山陽

の詩の該当箇所を調査すべきである。『大正半

ば』というのであれば、大正何年なのか確か

めなければ、それはもはや用例ではなく、た

だの伝聞にすぎないのである。

Ⅳ　新たな「観光」の用例の発見とその手法

について

井上の「観光教室」が発行されてからまも

なく50年になろうとしている。新たな用例を

発見し、集積していかなければ、井上の『い

つの日にかは、この本が不要となり、ただ骨

董的な意味を持つばかりになることができる

であろう。』63という希望は果たされないまま

に終ってしまう。本研究では次のような手法

を用いて新たな用例の発見に努めた。

１．新聞による検索

索引がある「新聞集成明治編年史」では、

「観光」が含まれる記事を検索することにより、

新たに1例が発見できた64。しかし、「母国観光

団」については、「新聞集成大正編年史」に索

引はなく、大正半ばの記事をすべて検索した結

果、大正７年、８年の記事中で発見できたが、

同年の「朝日新聞記事総覧」の索引からは発見

できなかった。このように、現在のところ、新

聞の用例の検索については別の研究の資料調査

の際の新たな用例の発見65、という偶発的な可

能性を求めるしかないように思われる。

２．辞典類による検索

本研究では国会図書館のNDL-OPACにより

明治期の国語・漢和辞典類から「観光」を検

索することとした。しかし、明治元年（1867）

から国際観光局の成立した昭和５年（1930）

までに発行された辞典類は1064件、井上の言

う「Touristの訳語としての『観光外人』の現

れた明治半ば」の明治23年（1890）から昭和

５年（1930）までとしても534件が表示される。

これらすべてにあたることは不可能ではない

にしても、時間の短縮を図る方法が必要とな

る。そこで、「観光」の収録された昭和3年

62 井上「観光教室」（あとがき）224～225ページ
63 井上「観光教室」（あとがき）225ページ
64 國民新聞　明治39年（1906）８月28日「觀光會社設立計畫」
65 報知新聞　明治40年（1907）２月28日「日本觀光は紳士淑女の一課程」とするタイトルのほか、「研究としての觀

光」・「觀光外客の著しく増加」・「觀光客の議事堂」・「八億円の觀光費」など５例を掲載



－45－

（1928）発行の「言泉」の前身である「ことば

の泉」が明治31年（1898）に発行されたこと

に着目し、初版および明治37年（1904）発行

の21版を参照したが、ともに収録されていな

かった。そこで翌明治38年（1905）発行の15

件を参照したところ、うち３件で「観光」の

収録を確認することができた66。単語の収録か

ら辞典の完成までには長期間を要するため、

「観光」が世間で使われ始めたのは発行年次か

ら数年を遡るものと考えてよいであろう。

３．索引のある文学作品その他による検索

過去の研究においては夏目漱石も森　外も

作品中に「観光」を用いていない67としていた

が、本研究では新たに漱石全集総索引（第28

巻）により「観光団」７例（表示は６例だが

７例の誤り）を、それ以外にも「観光」１例68

を発見することができた。このように、全集

類については単語による検索が可能な索引が

作られることが望ましい。

なお、「観光」という用例があった漱石の

「文學論」の序の中に『文學は斯くの如き者な

りとの定義を漠然と冥々裏に左国史漢（Ⅱ－

３－③）より得たり。』とあって、漱石も春秋

左氏伝の影響を受けていることがわかる。ま

た自由民権運動の際に熊本県下に政治結社

「観光社」があったというが69、沼津市にも明

治13年（1880）に演説結社「観光社」があっ

たことが判明した70。これも他の研究の資料調

査中に発見できたもので、常に注意を怠らな

ければ、偶発的とは言え、用例の新たな発見

ができるということである。

Ⅴ　まとめ

本研究で得られた成果を一表にまとめたも

のが次の表である。観光学における、新たな

「観光」の歴史的用例とすることを提言したい。

（⑥・⑩は存在が知られていながら従来は用例

として掲載されていなかったもの。）本研究で

判明した21例すべてを掲載することも可能で

あるが、利便性を考えて20例にとどめた。な

お、太字は本研究で新たに判明した主要なも

のと、従来の用例で欠けていた部分を補った

ものである。

66 畠山健「作文新辭林」郁文舎（1905 ４月）193ページ、
久保得二　編「讀書作文　實用辭彙」育成會（1905 ５月）114ページ、
森訥　編「熟語註解　漢和中辭典」文海堂（1905 12月）842ページ

67 上田　日本観光学会誌第44号　93ページ
68 漱石全集14巻文学論　序　４ページに１例、20巻日記・断片　30･213･214ページに７例
69 上田　日本観光学会誌第44号　93ページ、国史大辞典７巻304ページ
70 「沼津市史」史料編　近代１　290～296ページ

西　暦

1482頃

1797

1856

出　　典

翰林葫蘆集「興宗明

教禅師行状」

山陽詩鈔「丁巳東遊六首」

用　　例

「希宗曰、某久欲觀光於

中華、今也時哉」

「觀光足識帝王尊」

「觀光丸」

備　　考

景徐周麟

頼山陽

海軍伝習所練習艦

年　次

文明14年頃

寛政９年

安政３年

①

②

③
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西暦

1864

1866

1875

1880

1881

1881

1886

1893

1905

1906

1906

1907

1908

1910

1918

1919

1930

出　　典

西洋事情 初編巻之一

小引

米欧回覧実記　扉

喜賓会解散報告書

（3～7ページ）

作文新辭林

國民新聞（8.28）

文學論　序

報知新聞（2.28）

東京日日新聞（1.16）

日記（9.24、9.25）

報知新聞（12.25）

衆議院「外客ノ招致

及待遇ニ關スル建議

案」

用　　例

「觀光館擇善堂」

「僅か期年を踰へされは固

より一時の觀光のみにて」

「觀光」

「観光社」

「觀光社」

「観光繻子」

「觀光紀游」

「遠来の士女を款待し、

行旅の快楽観光の便利を

享受せしめ」

「くわんくわう 觀光　外

國の光華を觀察する事」

「觀光外客の爲め日本觀光株

式會社設立の計畫中なるが」

「幸ひケムブリツジに在

る知人の許に招かるヽの

機會を得たれば、觀光か

たがた彼地へ下る」

「日本觀光は紳士淑女の一課程」

『奥蕃バトラン社蕃人の臺

北觀光に出でたるを幸ひ』

「今夜は特別列車で観光団

が修善寺へ押かけるよし。」

『沙市母國觀光團員百數

十名あり』

『殊ニ帝國ハ世界ノ樂園

トシテ向後觀光外客ノ蝟

集ヲ見ルヤ必セリ』

「国際觀光局」

備　　考

佐野藩藩校

福沢諭吉

岩倉具視　揮毫

沼津、演説結社

佐田介石、舶来品

排斥運動結社

桐生産絹綿交織

岡千仞

喜賓会事業之梗概

創立目的及役員

国語辞典・漢和辞

典ともこれ以降収

録するものが多い

夏目漱石（序の末

尾に11月と記す）

加藤郵船副社長談

夏目漱石（24、25

両日で5箇所）

「沙市」はシアトル、

小西和の提案

鉄道省外局

年　次

元治元年

慶応２年

明治８年

明治13年

明治14年

明治14年

明治19年

明治26年

明治38年

明治39年

明治39年

明治40年

明治41年

明治43年

大正７年

大正８年

昭和５年

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰

⑱

⑲

⑳
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みを整理、参照することによって旅行業が取

り組む観光イベント事業の特徴を明らかにし

た。具体的な事例としては、JTBが行ってい

るイベント「杜の賑い」を取り上げ、その歴

史や変遷、企画運営などのプロセスについて

分析を行った。このイベントは旅行業が取り

組む観光イベントのなかでも比較的初期から

行われており、またJTB自体が先にあげたよ

うに「地域振興」や「文化交流」に対して積

極的な取り組みを表明しており、本研究の目

的においては好例であると考えられる。

その結果明らかになったのは、JTBという

旅行業者が観光イベントというメディアを通

じて観光地の「地域振興」を支援していると

いう構造である。より一般化すればこの構造

は、以下の三つの点から整理することが可能

であると考えられる。すなわち旅行業者は、

① 純粋な収益事業としてではなくメセナ活動

の一環として観光イベント事業に取り組むな

かで、② 自らの販売力を生かして一定限度の

集客を保証することでイベントの成功を支援

し、③ その結果観光地に対して直接的な経済

効果だけではなく、イメージアップや人的ネ

ットワークの拡大など単純に収支だけではと

観光イベントにおける旅行業の役割と可能性
―ＪＴＢ「杜の賑い」の事例から―

金　炯

鈴木涼太郎　

奨励賞

要　約

各地で行われている祭礼や各種のイベント

は、重要な観光資源である。これまでも古く

からある多くの祭礼が観光資源化され、一方

で観光資源化を視野に入れた新たなイベント

の創造が行われてきた。そのなかで近年、大

手旅行業各社は従来に比べより積極的に観光

イベント事業に取り組んでいる。現在これら

の取り組みは、旅行業を取り巻く経営環境の

変化だけでなく、「観光立国」というスローガ

ンに代表されるように観光に対して積極的な

方向へと転換した国の観光政策や、「地域振興」

や「文化交流」といったテーマとも密接に関

わりながら行われている。また観光イベント

への旅行業の参画は、従来の観光イベント研

究には見られない参加主体の出現をも意味し

ており、今後の観光振興のあり方を考える上

で興味深い事象となっていると考えられる。

本稿は、旅行業が取り組む観光イベントが

「地域振興」など今後の観光において鍵となる

テーマにいかなる役割を果たし、どのような

可能性を持っているのかについて考察するこ

とを目的としている。そのために、既存の観

光研究における観光イベント論の諸理論枠組
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らえきれない重要な諸効果をもたらしている、

のである。言い換えれば、旅行業者は自ら

「お客様」を準備しながらイベントを開催し、

観光地の宣伝活動やネットワークの強化を支

援しているとも言える。

各種の観光イベントは、現在国内の観光客

だけでなく海外からの観光客に対しても魅力

的な資源となっている。また現在観光イベン

トの開催は、観光地の魅力を国内外を問わず

広く発信していく上で重要なメディアともな

っている。しかしそのようなイベントによる

観光地の魅力の発信は、相応の費用を必要と

し、また集客面での成功についても必ずしも

保証されているわけではない。そのような状

況のなかで、旅行業者がそれらを下支えする

役割を観光イベントにおいて果たしているの

であれば、それは旅行業者自身の直接的・間

接的な収益事業であることを意味しているだ

けでなく、旅行業者だからこそできる「地域

振興」へのひとつの取り組みでもあるとも考

えられる。
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要　約

西太平洋に浮かぶ人口20,000人弱の小さな島

嶼国パラオ、主要な産業は漁業と観光業とい

われる中で、パラオ人の過半数が公務員であ

り、主要産業に従事する者は外国人労働者が

中心となっている。パラオの消費生活を支え

ているのがアメリカとの自由連合協定の盟約

金や外国からの援助金である。パラオ政府の5

カ年計画にもあるように、パラオの課題は盟

約金が終了する2009年以後の自立的経済開発

である。

パラオの現在の観光開発は主に外資による

ものである。観光の中心となる首都コロール

はパラオ人にとっては活動の「舞台」であり、

殆どのパラオ人の心の故郷はコロールを除き

15ある地方の州にある。地方はパラオ人の聖

域で観光客も疎らであった。しかし、首都の

観光客が飽和状態に近づいていることもあり、

近年、外資の開発は地方にも広がっている。

パラオは小さな国にもかかわらず16の州は

各々州法を以って伝統文化と自然を守ってい

る。また、州内には血縁集団であるハムレッ

トがあり、酋長を中心に伝統的な天然資源の

管理、分配を行い、持続可能な生活を行って

きた。また、料理、儀礼の方法も地域ごとに

異なり、州ごとの競争心をかきたて、独特の

文化を継承させている。しかし、市場主義社

会の所有観や個人主義の広がりは、伝統社会

の仕組みを壊し始めている。美しい自然や伝

統文化がパラオの重要な観光の財産だとすれ

ば、その破壊は彼らの持続的な生活の維持に

も悪影響を及ぼすかもしれない。

自然の管理は、所謂、政府が主導となる

「直轄管理」があるが、この方法は開発途上国

では殆んど予算の有無にかかっており、大抵、

責任の所在もはっきりしないまま立ち消えて

しまう。管理というのが「日常の資源利用を

常時好ましい状態で保たれていること」とす

れば、長期の視点が必要な自然の管理には、

地域に生活する住民が、その費用や労働力を

継続的に賄えるシステムが組み込まれている

ことが必要なのだと思う。そして、住民が自

分の伝統文化、自然を保護することを担保し

たサービスを観光客などに提供することによ

り、かかったコストを正当に評価する観光の

フェアトレードが可能なのではないだろうか。

最近の調査では、日本の団塊の世代などを

中心に、グリーンツーリズムやビレッジステ

観光コモンズとフェアトレードとしての観光の可能性を考える
―パラオの事例から―

Œ瀬　淳一

奨励賞
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イなどへの関心が高まっているという。また、

彼らをターゲットにするには、社会貢献や知

的好奇心を刺激する学習型の観光が求められ

ているという意見もある。観光とは、国の光

を観るというように、地域での環境や社会へ

の望ましい取り組みや、美しい自然と触れ合

うことで力を分けてもらうものかもしれない。

しかし、そのような高付加価値を観光に付与

する為には、地域の伝統と知的な高揚感を結

び付けてくれる文化化の「母親」の役割が一

層重要になるのではないだろうか。
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要　約

今後、人口構成の変化に伴い観光客のボリ

ュームゾーン年齢が高齢化することで、観光

の目的、訪問先、訪問手段など観光の姿も変

化して行くと考えられる。

現在50歳代から60歳代前半の次期高齢者を

観光ゲストとしてみると、夫婦、家族、小グ

ループで旅行し、自ら情報を収集し訪問先を

選択する能動的傾向が高まり、観光に求める

ものは多様化して行くであろう。また、この

世代は、運転免許保有者の日本の同世代人口

に対する割合が約78％に達するため、自家用

車やレンタカーを利用する傾向が強く、カー

ナビの普及やシーニックバイウェイの整備な

どもそれを後押しするであろう。

観光ホストとしてみると、高年齢世代の起業

が増加していることから、人口が減少している

ような地方では少ない地域人口を対象にするよ

りは、交流人口や地域外の人々を対象にする観

光関連産業が、高齢世代起業の一つの分野とな

るであろう。新しい会社法や有限責任事業組合

（ＬＬＰ）制度創設などの法制度整備と指定管

理者制度（地方自治法の一部改正）が観光関連

起業を促すと考えられる。

今後の観光拠点は、このような観光ゲスト

と観光ホストの志向に対応し、その支援や活

動の場を提供していく必要がある。そのよう

な先駆け事例として、道の駅、まちの駅、里

の駅、案内人があげられる。

道の駅、まちの駅、里の駅のような「駅的

な観光拠点」は全国で増加しており、観光ホ

ストとして地域の人達がそこに参画して、地

域の産業や文化と関連性を持った展開が図ら

れている。さらに、次期高齢者の観光関連産

業の起業の場として活用していくことが考え

られる。オルタナティブ・ツーリズム志向が

高まっていることは、観光需要が多様化して

いることであり、観光関連産業起業の可能性

を高めることになる。

「シニアの能動性を活かす駅的な観光拠点」

として求められることは次の点が要点である。

・観光ゲストにとっては「周遊の基地」とし

て、次期高齢者の能動性を支援するところ

・観光ホストにとっては「起業の舞台」とし

て、次期高齢者の能動性を支援するところ

「シニアの能動性を活かす駅的な観光拠点」

として求められる事項としてあげたことは、道

三好　卓

奨励賞

次期シニアの能動性を活かす観光振興の提言
―駅的な観光拠点整備に向けて―
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の駅では、部分的に実現されている。しかし、

地域における起業促進という視点が抜けている

ため、地域振興のための施設は農産物直販所や

物産館などが多い。山形県寒河江市の「道の駅

寒河江チェリーランド」では、観光農園のチケ

ットを道の駅だけで販売し、道の駅から市内の

観光農園に誘導するシステムをつくりあげてい

る。中心商店街で展開されているチャレンジシ

ョップのような起業化支援施設の導入など、次

期高齢者の観光ゲストとしての行動変化と観光

ホストとしての起業増加に対応した行政や民間

の支援が求められる。

また、観光ゲストとしての次期高齢者は、

自家用車による観光旅行が多いであろうが、

地球環境の問題から公共交通の利用促進を図

っていく必要がある。「駅的な施設」の代表で

ある鉄道駅については、レール＆レンタカー

の利用しやすい体制整備なども求められる。
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日本の観光立国化の鍵を握るのは都市観光

である。大都市は訪日観光の最大市場であり、

また文明の結晶体である都市の観光こそは観

光の原点でもある。

ショッピングなど消費型観光に魅力を持つ

日本の都市観光は戦後順調に拡大してきたが、

近年アジア経済の台頭により大きな曲がり角

を迎えている。しかもアジアでの大都市間競

争は激化し、経済面から文化や観光面に拡大

している。特にソウルや上海は文化歴史を重

視した都市観光強化によりこれまでの経済都

市から観光都市への転換を目指しはじめた。

旅行人口の拡大が予想されるアジア地域で

は人口高齢化やインドの観光市場参入など今

大きな構造変動期を迎えており、日本の都市

観光はショッピングやテーマパークを中心と

する消費型観光の充実に加えて、文化・歴史

を第二の柱とするイタリア型観光構造を目指

す必要があろう。

日本の都市観光の歴史は長く、特に京都、

大坂、江戸の三都が並立した江戸時代は世界

に先駆けて都市観光が花開いた時代であった。

中でも大坂は芝居観光をはじめ全国から観光

客を集めるアジア最大級の文化観光都市であ

った。その最大の特徴は文化活動を都市観光

に結びつけた点にあるが、市内各所で見世物

をはじめとする様々な芸能が演じられた大坂

の観光エネルギーは、瀬戸内海を通じて伝来

したアジアのエキゾティズムを芸能に取組む

など都市の国際性を基盤に置くものであった。

今後の都市観光振興に当たっても大阪を中心

とする西日本が持つ情報交流センター機能を

重視し、アジア芸能の公演場所の整備など拠

点機能を高めるとともに、現代美術や現代芸

能に実績を持つ福岡や広島等とも連携して西

日本をアジア文化芸能首都として発展させる

ことが歴史に適い、観光拡大にも貢献すると

思われる。

一方江都と言われた江戸は自然環境との調

和、特に水辺環境との共生を重視し、広重な

ど江戸浮世絵に見られる都市景観を観光に結

びつけた都市であった。その遺産は今も潮入

庭園や玉川上水として健在である。東京はそ

の国際的金融力と比べて外国人観光客や国際

会議の伸悩みが言われるが、その江戸開府以

降400年の歴史や水辺環境のアメニティの高さ

を都市のシンボルとし、水都を都市理念とす

る都市物語を描くことが歴史に適った観光戦

木内　俊一
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都市観光が築く日本の観光立国化
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略となるのではないか。例えば増加が顕著な

アジア観光客を視野に置き、東京の庭園と中

国やインド庭園との文化比較や水をモチーフ

にした都市づくりを積極的に進めることも観

光上大きな意義があると考えられる。

観光大国イタリアやスペインに見られる都

市間競争は一国全体の観光力を高める。従来

ソウル集中が目立った韓国でも釜山が文化観

光面で台頭し、江原道が韓流映画のロケ地と

して外国人観光客が急増するなど地域間競争

による観光立国化が進められている。

我が国も東京に集中した海外向け情報発信

機能の分散等が急がれるが、歴史伝統豊かな

多くの大都市が国内に並立する国土構造上の

持ち味を活かして観光面での都市間連携を進

めることも意義を持つ。例えば産業構造を異

にする近畿圏と中部圏の連携によりアジア観

光客の需要が大きい産業観光の充実を図るこ

とはその一例である。また長崎をはじめ九州

では韓国と連携したキリシタン観光が企画推

進されるなど地域連携は国内から近隣諸国へ

と拡大しており、近隣諸国も視野に入れた観

光連携も一層重要になると考えられる。

観光の曲がり角こそはビジネスチャンスの

時期でもある。世界に先駆けた日本の都市観

光の歴史･伝統を活かした観光の推進が観光立

国化に向けた大きな基盤となることを強く期

待したい。
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